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Abstract. We analyzed the pres叩 tcircumstances surrounding the literacy of Earth science on museums. 

Our analyses of the present circumstances are of society, science, Japanese science education, pro gr巴SSOf 

Earth science, and spreading method of museums. The results of their analyses suggest necessary to 

renovate literacy of Earth science on mus巴ums.We generalized the renovation proceeding to the directions 

of”new toolsヘ”newmethod”，”new perspectives”and ”new design””New tools”are new technology, new 

hardware and new software. They symbolize the personal computer and the internet. Introduce and usage 

of”new tools”should lead us to”new method”of science education of mus巴ums.”Newperspectives”can 

learn from the handicapped persons. For example, the impediment persons in sight should deeply know the 

senses of hearing, taste, touch and smell without sight. Th巴”newperspectiv巴S”couldlead us to”new 

design”of museum activities. We perform the activities in the new directions. 
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｜ はじめに

科学の進歩は速い。まさに日進月歩で進んでいる。科

学の進歩に伴って技術も進歩する。逆に、技術の進歩に

よって科学も進歩する。過去10年間の進歩に比べ、今後

10年間の進歩のほうが大きいと考えられる。それは、こ

こ10数年あるいは100年くらいの歴史がそれを証明して

いる。地球科学も例外ではない。この 100年聞に著しい

進歩を見せている。博物館では、科学の進歩への直接の

貢献つまり研究活動と市民への科学教育つまり普及活動

の2つの側面において科学に接している。生涯教育の風

潮が強い現在では、研究活動に勝るとも劣らず科学教育

も重要である。博物館のような生涯教育施設は、科学普

及において重要な役割を果たすと考えられる。進歩の著

しい科学を普及するため、博物館での普及活動は、 「新し

い科学」の普及に適切なものであるかどうかを、常に注

意しておく必要がある。

る問題点を整理する。このような現状分析に基づいて地

球科学教育の新しい方向性を模索する。最後に著者らの

新しい方向性を目指した活動を報告する。本報告は、著

者らの新たなる取り組みの紹介であって、既存のシステ

ム、行事、博物館の方針などに制限を与えるものでもな

いし、どこからも制限を加えられるものでもない。ある

博物館の有志が、新しい方向性を目指しておこなってい

るケーススタディと考えていただきたい。しかし、ここ

で得られた成果や考えは自由に利用していただきたい。

本稿では、地球科学の教育法について再検討する。そ

のために、地球科学を取り巻く現状を広く概観し、問題

点を整理する。また、今までの博物館の普及活動におけ

著者らの活動に理解をいただき協力を頂いた石井政道

さん（小田原市教育研究所教育相談指導学級）、五島政ー

さん（国立教育研究所）、小林真由美さん、鈴木美紗緒さ

ん、杉之問伸男さん（株式会社テクノリサーチ）、鈴木拓

也さん（神奈川県立平塚盲学校）、長山高子さん（酒匂中

学校）、広谷浩子さん （神奈川県立生命の星・地球博物

館）、古屋潔子さん、山崎丞さん（株式会社テクノリサー

チ）に感謝申し上げる（アイウエオJll質）。本研究は、文部

省科学研究費、文部省南関東科学系博物館ネットワーク

推進事業、日本科学協会の援助を受けている。
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図1. 博物館にける地球科学教育を取り巻く現状．

本稿で現状分析した分野と内容をまとめた。

11 地球科学を取り巻く現状

地球科学は、他の科学分野と同じように進歩している。

天文学、物理学、生物学などと比べると、地球科学は、地

震や火山の自然災害と恐竜を除けば、マスメディアに取

り上げられことは少なく、地味にみえる。しかし、地球

科学も確実に進歩しているし、飛躍的な進歩もおきてい

る。地球科学は決して単独で進歩してきたのではない。

社会情勢や、科学全体の流れ、周辺の学問分野の進歩に

伴って地球科学も進歩している。地球科学を取り巻く状

況を把握するために、社会、科学、科学教育、地球科学

という観点で現状をまとめる（図 1）。

1 社会

地球科学は当然、社会情勢の中で成長する。地球科学

を取り巻く状況を考えるとき、真っ先に社会の状況をみ

る必要があろう。さまざまな社会情勢の変化を、科学の

進歩と地球観の変化という視点でみて、現状をまとめて

分析する。

i 科学の進歩

トフラー（AlvinToffler）はその著書 「第三の波」（1980)

の中で、現代は大きな変換の時期に来ていると分析した。

トフラーのいう第一の波とは農業革命の段階で、第二の

波は産業革命の段階で、第三の波が現在起こりつつある

変化であると考えた。

第三の波を一言でいうと、新しい技術体系と新しい情

報体系の出現によって、生産構造の変化が起こることが

あり、やがて新しい社会体系が生まれるという予測を含

んでいる。新しい技術体系とは、再生可能な資源と分散

型、多様化したエネルギーシステムを基盤にした、環境

規制の下に出現したコンビューターやエレクトロニクス、

遺伝子産業などの省スペース・省エネルギー型の高度な

技術群のことである。新しい情報体系とは、エレクトロ

ニクスやコンビュータ一等の新しい技術体系に裏打ちさ

れた「活性化した社会的記憶」と「非マス化したメディ

ア」によって形造られる情報環境のことである。新しい

技術体系と新しい情報体系は、脱規格化した需要に応じ

た物質代謝型生産システムへと変化していく。生産構造

の変化により、労働の家庭化や機械化などの新しい生活

様式を生み、やがては新しい社会体系を生じるというも

のである。

約20年前のトフラーの予測はある面では正しい。新し

い技術体系と新しい情報体系は生まれている。エレクロ

トニクスは、軽薄短小を目指し、そして実現してきた。現

在もこの方向に沿って技術の進歩は続いている。エレク

トロニクスの集大成として、コンビューターがある。コ
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ンビューターは、日本では一人一台に近づ、かん勢いであ

る。コンビューターは、今まで手作業でしていた定型業

務を迅速簡便化してきた。人間の能力の一部を有能に肩

代わりしてきた。しかし、コンビューターだけではなに

も生まれることはなく、便利な箱の域を越えなかった。

しかし、インターネットの出現によって、コンビュー

ターに新しい局面が形成された。それは、インターネッ

トによる膨大なる情報空間の形成である。情報空間の入

り口がコンビューターなのである。コンビューターなし

ではインターネットは成り立たない。家庭においては、

既存の電話網を利用しながら、電話以上の価値を持つよ

うになった。インターネットは、大衆に受け入れられ、各

種の規模での情報発信、受信がおこなわれている。立花

隆（1997）はインターネットのデジタル空間を頭脳と見立

て、「グローパル・ブレイン」と呼んだ。トフラーのいう

大衆を巻きこんだ新しい情報体系が出現しつつある。新

しい社会体系はまだ出現していないが、旧ソ連などの社

会主義国家の崩壊と東西ドイツの合併など、新しい時代

の到来が予感させられる。

さらに重要な点は、シンガボールで実践されつつある

ように、国家による高度な情報化した都市を出現させる

ことによって、短時間で経済成長をすることが可能であ

る。情報という視点で見る限り、地球に僻地はなくなっ

た。インターネットにつながったコンビューターがある

限り、地球上のどこにいても、最新の情報に接すること

が可能だし、リアルタイムで情報発信ができるように

なったのである。

Ii 地球観の変化

(1) 全地球史的視点：全地球史解読

最近、地球科学に関連する分野では、総合的研究がお

こわれてきた。代表的なものでは、 1960年代の上部マン

トル計画、1970年代の地球ダイナミックス計画、 1980年

代のリソスフェア探査開発計画（DELP:Development and 

Evolution of the Lithosphere Program), 1990年代では、

MULTIER (Multisph巴r巴Interaction,Evolution and Rhythm) 

計画、そして全地球史解読計画が実施されてきた。

全地球史解読計画の主要な部分は、地質時代の海底堆

積物から、過去40億年間の歴史を読み取ろうとするもの

である。約40億年前からの海洋地殻岩石とその上の遠洋

性堆積物、海溝付近の陸源堆積物が保存されている。こ

のような一連の岩石、堆積物を付加体という。保存する

ためのメカニズムが、プレートテクトニクスである。約

40億年前の付加帯があるということは、プレートテクト

ニクスが40億年前までさかのぼれるということである。

海洋地殻とは、地球表面の7割を代表する岩石群であ

る。深海底におけるマントルまでのボーリングコアに相

当する資料が、オフィオライトとして2次元的に地表に

存在する。また海洋性堆積物は水圏、気圏、生命圏、そ

して岩石圏の総合的なインタラクションの積分値のよう

なものである。陸源堆積物は陸の平均的物質と見なせる。

付加体の構成物の重要性に気付いたのは、日本人研究

者であった。すなわち付加体が地球史記録メディアであ

るという視点を持っていたのは、日本人研究者だけで

あった。

全地球史解読計画は、このような視点と現状の技術力

と新しい技術開発に裏づけされた、復元能力によって、

地球史を解読し、全地球史の再現を試みるものであった。

また、地球史記録メディアである付加体には、宇宙との

相互作用の影響も記録されていることがわかってきた。

宇宙塵や潮汐作用、日周期、季節変化、年周期あるいは

もっと長周期のリズムの記録が読み取られるようになっ

てきた。

1998年3月で全地球史解読計画は終了したが、新しい

視点導入と新規技術の開発において地球科学の分野のみ

ならず多分野に重要な貢献をした。

(2) 地球環境への関心

環境問題は、地球規模の取り組みが必要である。それ

は、生じるであろう影響が全地球規模になっていること、

原因が一国家に留まらない場合も多いこと、原因が多数

あることなどで、環境問題は複雑化しているためである。

たとえば、人口の増大によって、エネルギーや食料の消

費が増大する。それを補給するために、発展途上国の原

料供給や食料生産が自国の必要量を越えた規模でおこな

われる。そのため、発展途上国では、自然破壊を伴った

原料採取や単一作物のみの栽培、農薬の大量投与による

生態系の破壊、ひいていは地球規模の環境破壊が起こる。

このような複雑な原因を抱えた地球環境問題は、理想

的には個人や企業が真剣に地球の環境を憂い、その対策

に勤め、地方自治体や国家などの行政や国連がそのレベ

ルに応じて対策じたときに初めて本質的な解決がなされ

るであろう。しかし、これは理想であって、現実には各

レベルでの地道な取り組みから始める必要がある。

世界レベルの活動として、最初に環境問題を警告した

のは、 1972年のローマ・クラブの 「成長の限界」におい

てであった。さらに1975年には同じくローマ・クラブが、

「転機に立つ人聞社会」において、人類の危機が1972年

に予想した方向に確実に進んでいることを示した。 1972

年6月、スウェーテゃンのストックホルムで開催された第

1回国連環境会議の席上、「人間環境宣言」が採択された。

この会議によって、地球環境に関する国際的な取り組み

の指針を与えた。それをうけてアメリカ合衆国（1980, 

1981）から「西暦2000年の地球Jという膨大な特別調査

報告書が発表された。その後も、 1982年に国際連合環境

計画管理理事会特別会合の 「ナイロヒ、宣言」、 1992年に

環境と開発に関する国連会議の「環境と開発に関するリ

オ宣言」などによって地球環境に対する宣言が繰り返

され、環境問題が世界規模であることをアピールされ

てきた。

日本は、環境問題に直面し、対処してきた経験を持つ

国の一つである。 1960年代の単純な利潤追求による無秩

序な工業化によって、環境問題が人間への被害という形

で現れ、社会問題となった。 当時、環境問題は「公害jと

いう言い方がされた。個人対企業の問題として行政が介

入したため、地域的問題として捉えられてきた。公害問

題への行政の介入によって、環境汚染に対する基準が強

化され、公害に対する技術が発達した。
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このような社会情勢を受け、 1978年、日本学術審議会

は「環境科学研究の推進について」という建議を文部省

に提出した。これに基づいて、文部省の科学研究費補助

金の細目として「環境科学特別研究」が設置され、続い

て重点領域研究が始められた。その成果は「地球環境変

動の科学 かけがえのない地球を守るために 」（第5回

「大学と科学」公開シンボジュウム組織委員会編、 1991)

と「地球環境変動の科学IIーかけがえのない地球を守る

ためにー」（第8回「大学と科学」公開シンポジュウム組

織委員会編、 1994）という形でまとめらている。

文部省は「環境教育指導資料（小学校篇）」（1992）や

「環境教育指導資料（中学校・高等学校篇）」（1991）など

を出版して、各教科における環境教育の指導案が提示さ

れている。また、このような指導案に基づいて各教育現

場で環境学習への取り組みがなされている（小出ほか、

1994）。

その他の省庁や地方自治体などでも、環境問題や環境

教育に関しての報告書などを提示している。環境庁では

「環境白書」（1994）を作成し、現状分析から環境への負

担の少ない社会経済活動に向けての提案をしている。こ

こでは、微密な現状分析と、地方公共団体による対策例

示がなされている。また、一般向けにわかりやすくした

「マンガで見る環境白書」（環境庁企画調整局計画調査室，

1994）も出版されている。

神奈川県では、かなり具体的な内容をもっ「かながわ

環境白書J(1994）が出版されている。この白書では環境

の概況と、化学物質の安全性、大気汚染、自動車公害、騒

音・振動、悪臭、水質汚染、地盤地下、土壌汚染、廃棄

物などによる具体的な問題と、実際の神奈川県における

対策を詳細に報告されている。

環境問題は、一種のブームとなりマスコミにも何度も

取り上げられ、多数の出版物が出された。このような

ブームによって一般の市民にも地球環境の深刻さが伝わ

りつつある。

著者らは、地球環境というテーマを設定して1994年4

月より 5回にわたってアンケート調査を実施した。アン

ケート調査の集計や結果の詳細は、「神奈川県の地球環境

学習実態調査報告書一新しい地球環境学習プログラム開

発をめざして一」で報告した。また、小出ほか（1994）や

平田ほか（1996）でその概略を示した。

アンケート調査の結果からの分析によると、生徒や学

生は自然への強い興味を持っている。人文科学や社会科

学より、自然科学に対する興味が強いといえる。そして、

大人も自然に関する興味を持っている。地球環境問題は

学校教育で、何らかの取り組みがなされており、多く階

層の人達にも多くのニーズがある。このようなアンケー

ト調査の結果から（平田ほか， 1995；小出ほか， 1995a）、

市民のニーズを満たすような学習プログラムを開発し、

提供していく必要があることが明らかになった（小出ほ

か， 1995b）。

Iii 社会の現状：まとめ

社会の現状を、科学技術の進歩と地球観の変化という

視点で眺めた。エレクトロニクスの集合体としてコン

ビューターが作られた。インターネットという情報網に

接続されることによって、コンビューターが便利な箱か

ら、情報受信・発信装置という固有の能力を持つように

なってきた。このような高度情報化によって、人類の地

球観に変化が起こってきた。変化してきた地球観とは、

空間的・時間的に広がりをもっ全地球的視点である。地

球科学でも、科学技術と日本独自の発想による全地球史

的視点が導入されてきた。そして一般の人にも地球環境

へ関心が向いてきた。社会の現状分析から、社会の変化

に伴ってものの見方も変わるということが導き出される。

ごく当たり前のことであるが、地球科学教育もこのよう

なものの見方の変化に対処していく必要がある。

2 科学

ここでは、科学の進歩を、科学観や科学哲学の変遷と

してたどっていく。科学観の変還を把握することによっ

て、科学の動向と現状を見る。 1950年までの古い科学論

と、それ以降の現在も続いている新しい科学観をまとめ

る（図 2）。

I 古い科学観：常識的科学観

私たちは、基本的には常識的な判断に基づいて日常生

活をしている。そのため、常識的な判断による科学がな

される。常識的科学観の基盤を築いたのは、デカルト

(Ren Descartes）とベーコン（FrancisBacon）であり、カ

ント（ImmanuelKant）によって集約される。

デカルトは、方法序説（1937）の中で合理主義に基づ

く機械的な自然観を示した。理性により一つの原理から

個々の事実を証明するという演縁法と呼ばれる手法を確

立した。そして、キリスト教の宗教的時代にあって、精

神世界と物質世界を分離した。デカルトから始まる合理

主義は、パスカル（BlaisePascal）、スピノザ（Baruchde 

Spinoza）、ライプニッツ（GottfriedWilhelm Leibniz）へと

進んでいった。

ベーコンは、先入観や偏見を持たずに、自然をよく観

察する経験主義を唱えた。いろいろな事実から一つの原

理を導く帰納法という手法を確立した。

ベーコンから始まる経験主義は、ホッブス（Thomas

Hobbes）、ロック（JohnLocke）、パークリー（George

Berkeley）、ヒューム（DavidHume）へと受け継がれていっ

た。その流れの中に、ニュートン（IsaacNewton）もいた。

ニュートンは¢われ仮説を作らず£と語り、ベーコン的

な精神を表明した（藤村ほか， 1988）。

ニュートンは、自然科学の真理を発見したが、それは

当時の真理観をくつがえすものであった。

ニュートンの科学に強い影響を受けたカントは、

ニュートンの自然科学をモデルとして自然科学の成立・

根拠と自然科が扱える範囲とを定め、自然科学では扱え

ない形而上学の領域を確保しようとしたのである（佐藤・

片山， 1995）。そして、従来の経験主義と合理主義と批判

しつつ、発展させ統ーした。

カントから始まるドイツ観念論は、フィヒテ（Johann

Gottlieb Fichte）、シェリング（FriedrichWilhelm Joseph von 

Schelling）そしてヘーゲル（GeorgWilhelm Friedrich 



1400 ． 1500 ． 1600 ． 
レオナルド・ダ ・ヴインチ

New Education Method on Earth Science 

1700 ． 1800 ． 1900 ． 2000 ． 年
ルネッサンス＝ ＝ 

ベーコン血

血 ホッブズ

ロック．

合理主義

経験主義

-' tークリー

デカル卜・-----4・パスカル
・－－－・
スピノザ

・~・

－ヒューム畠

畠ライプニッ、：午

コペルニクス

＝ ＝畠ガリレイ 畠

科学思想
’ ケプラー ’ 
. .ニュートン

． 
新カント源

力ン卜 ． 
ド品~
－シ工リング

ごへーゲル畠
． 

．マルクスー

エンゲルス
血 血

マルクス主義的科学哲学 レ一二ン
血血

デュエム血血

マッハ． ． 経験論的哲学
シュリック

畠 ラッセル

’ライへンパツJ、’

ウィーン学園

記号論理学

論理経験主義

ベルリン学派

数理論理学

33 

現代的科学哲学

ゲーデル

血ポJfー
批判的合理主義

． 
1400 
． 
1500 

図2 科学哲学の潮流

． 
1600 

． 
1700 
． 
1800 

クーン

ラカトッシュ
・－－－－・

パラダイム説

研究プログラム説

． 
1900 
． 
2000 年
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Hegel）によって集大成された。

近代は、レオナルド・ダ・ピンチ・（Leonardoda Vinci) 

に代表されるルネッサンスとコペルニクス（Nicolaus

Copernicus）に地動説から始まる科学思想で幕をあける。

16～17世紀に、デカルト、ガリレオ（GalileoGalil巴i）、

ケプラー（JohannesKepler）、ニュートンなどによって創

られた近代自然科学は人類に大きな影響を与えた。20世

紀までの近世は西洋的な科学思想が全盛であった。西洋

的科学思想、は哲学と密接に結びついて、常識的な科学観

に哲学的裏づけがなされてきた。原因を追求すれば、法

則や理論が発見できるという要素還元主義と法則や理論

によってこの世は成り立っているという機械論的世界観

が主流となった。常識的科学観は、要素還元主義を基本

的な方法論とした機械的世界観であった（日本総合研究

所編， 1998）。そして、 1950年までに、常識的科学観に基

づく科学哲学が構築された。

常識的科学観に基づく 3つの学派がある。

第1の学派は、 19世紀末から1930年にドイツで発見し

た新カント派である。カント哲学で自然科学の正当性を

基礎づけようとしたのである。しかし、カント哲学に

よって自然科学を基礎つけることができるという考え自

体が誤りで、今ではほとんど忘れられている（都城，

1998）。

第2の学派は、 19世紀に旧ソ連ではやったマルクス

(Karl Marx）を祖とするマルクス主義的科学哲学である。

この学派は、自然界のもっとも根本的法則が自然弁証法

で、自然科学の方法論も弁証法であると考えた。エンゲ

ルス（FriedrichEngels）の「自然の弁証法」とレーニン

(Vladimir Iliich Lenin）の 「唯物論と経験批判論」を典拠

としていた。そひて、旧ソ連の御用哲学となり、反対派

を迫害するにいたった。エンゲルスの¢自然弁証法王は

未完であったし、レーニンの書も政治的目的を持って書

かれたもので、どちらも哲学上の考えとすることはでき

ない（都城， 1998）。

第3の学派は、論理実証主義あるいは論理経験主義と

呼ばれるものである。マッハ（ErnstMach）の経験論的

哲学をもとにしている。マッハの哲学は、感覚的経験に

基づくものだけが科学であるという経験論である。マッ

ハの哲学をもとにして、パートラント ・ラッセル

(Bertrand Russell）の記号論理学が結びつけて経験論的哲

学となった。そして、シュリック（M.Schlick）から始ま

るウィーン学団や、ライヘンバッハ（HansReihenbach) 

から始まるベルリン学派となっていった。

以上の流れのさなかにありながら、テoユエム（Pierre

Duh巴m）は1914年の「物理理論の目的と構造Jの中で冷

静な洞察をおこなった。それは、常識的科学論観の誤り

を指摘していた。観察の理論依存性と理論全体性、観察

による理論否定の困難なことの3点である。ここで、理

論の全体性とは、理論の一部の仮説だけを取り出してそ

れを証明したり、否定することはできないという意味で

ある。理論とは全体を受け入れるか放棄されるかである。

20世紀になると量子力学や宇宙論、 生命科学などの発

展により、要素還元主義的手法や機械的世界観の限界が

表面化してきた。 1950年以降、現代風の科学哲学が始ま

る。クーン（ThomasSamuel Kuhn）のパラダイム説が有

名である。パラダイムとはクーンが用いた用語で、原義

は科学者共同体全体が受け入れられている根本的な考え

方のことである。しかし、パラダイムとは現在では、広

く用いられて、広義には世界の見方やものの考え方の基

本的枠組みというような内容で使われている。

ii 新しい科学観

ここでは、科学観に重要な変化をもたらしたゲーデル

(Kurt Godel）の完全性定理と不完全性定理、ボパー（Karl

R. Popper）の批判的合理主義、クーンのパラダイム説、

ラカトッシュ（ImreLakatos）の研究プログラム説を中心

に、新しい科学観をまとめる。

ゲーデルの完全性定理と不完全性定理は、半世紀たっ

た今でも、その重要性はおとろえない。ゲーデルの論証

は、数学的な記述によってなされているが、その内容は

科学全般あるいは人聞社会にまで影響を及ぼすものであ

る。ゲーデルの完全性定理は、命題論理の公理系が完全

で決定可能な体系であること、そして述語論理の公理系

は完全だが、決定可能でないことを意味する（度瀬・横

田，1985）。

ここで命題論理とは、命題聞の関係のみを扱う。述語

論理とは、命題の内部構造を対象にする。述語論理は、対

象によって高階なものになる。論理学のほとんどと数学

のかなりの部分は、第一階述語論理で記述される。

論理学は、ギリシャ時代からある学問である。その中

で演線論理を集大成したものが記号論理学である。ラッ

セルの記号論理学は、人間思考を形式化、体系化したも

のである。ゲーデルの完全性定理は記号論理学が完全で

あることを証明してみせたものである。記号論理学は人

間の論理能力に上限をつけたものである。

不完全性定理とは、自然数を用いる数学の公理系は、

不完全であることを示した。自然数を含まない公理系は

ほとんどない。従って数学の体系が不完全であることを

示す定理である（庚瀬・横田， 1985）。一般化すれば、体

系をいく ら論理的に整えても、この体系を否定も証明も

できないことが多いことを意味する。自己の無矛盾性を

その体系内で証明することができないのである。

新しい科学観では、意識的かあるいは無意識にかはわか

らないが、ゲーテツレの不完全性定理が組み込まれている。

デュエムの常識的科学観をより進めたのは、ポパーで

あった。ポパーは批判的合理主義によって科学哲学を方

向転換させた（Jll村仁也， 1990）。ボパーは、科学哲学に

おける帰納法への批判を通じて方法論的反証主義を提唱

し、弁証法を批判して問題解決の新しい図式（トライ ・

エンド・エラー）を示した（小川原， 1997）。

常識的科学の方法は、 6段階に分けられる。第］に、観

察ないし実験がおこなわれる。第2に帰納法によって、観

察したことを説明する一般的理論を考察する。第3に一

般的理論に基づく仮説を提起する。第4の段階には、 さ

らなる実験によって、この仮説を検証する。第5にもと

の理論が証明されたり、 反証されたりする。第6にその

理論が間違いだと証明されるまでは、 真実である（ある

いは偽である）と推定される。



New Education Method on Earth Science 35 

このような科学的方法は、帰納的手法であるが、ボ

パーは、このプロセスを逆転させ、演繕的手法を提唱し

た。まず、問題を選び、その解決策つまり何が起こって

いるかを説明する理論を提起する。次にその理論から演

縄できる検証可能な命題を考え出す。そして、演鐸的に

得られた結論を証明するだけでなく、反証するための試

験・実験をおこなう。こうした反証は、もとの理論と結

合され、よりよりよい理論を生み出す。ポパーの理論の

特徴は、理論を提唱した科学者自身が、反証を試みる点

である。

クーンの 「科学革命の構造J(J 962）では、科学の発展

過程を論じた。科学は、累積的に発展・進歩し続けるの

ではなく、模範的な考え方自体が別のものに取って代わ

り、断続的に転換すると考えた。このような科学革命を

おこなうような規範的な理論をクーンはパラダイムとよ

んだ。パラダイムは、その後、思想の枠組みという意味

で一般に拡大解釈され、 20世紀の大流行となった（野家，

1998）。

パラダイムができる前の初期段階では、さまざまな見

解が存在していたのが、科学者共同体全体が一つの基本

的な理論で一致してくる。これがパラダイムの形成時期

である。

パラダイムが確立されると、意味のある事実が決定さ

れ、事実と理論の調和がはかられ、理論の整備がおこな

われる。このような時期をクーンは、通常科学の時期と

呼んでいる。パラダイムを用いて学生たちに教育がおこ

なわれ、学生たちはそのパラダイムを受け入れながら研

究者となっていく。

研究が進んでいくと、パラダイムでは説明できない理

象が増加してくる。このような時期を異常科学（非通常

科学）の時と呼び、パラダイムの危機となる。

そして、最後に説明できない事実の増加によって、さ

まざまな見解が生まれやがて次のパラダイムに変わる。

パラダイムの変換期を科学革命と呼ぶ。最近ではパラダ

イム・シフトと呼ばれることもある。

クーンのパラダイム説では、対立する二つのパラダイ

ムを論理的に優劣が付かないとした（共約不可能）。科学

革命が起こっても、科学進歩したかどうかはわからない

ことになる。

クーンのこのような相対主義をきらって、ラカトシュ

は「研究プログラム説」の中で、理論の優劣には客観的

で論理的な根拠があることを示した。

ラカトシュの研究プログラムとは、 一つの系列で論理

的に結びついた理論（または仮説）のことである。研究

プログラムの中核は、「否定的発見法」と呼ばれる理論が

進歩しても変化しない。その中核を取り巻いて、補助的

な仮説や仮定、初期条件からなる防護帯がある。理論を

改善するためには、［肯定的発見法Jと呼ばれる研究の進

め方で、防護帯の中の仮定を変えていくことになる。

ラカトシュの研究プログラムでは、 二つの対立する理

論は共約不可能であっても優劣を客観的に決めて、科学

的進歩を合理的に説明できると考えた。古い研究プログ

ラムを救うためにアド ・ホック的仮説が使われることが

ある。ア ド・ホック的仮説とは、古い理論を救うためだ

けの仮説で、そこからは何も生まれてこない。

新しい研究プログラムの優位性を示すには、古い研究

プログラムの事実をすべて説明でき、古いプログラムが

予言できない証明可能の予測をおこなえる前進的なもの

であれば‘良い。

新しい科学観は、より現実にあったものとなった。し

かし、その科学観は、主として物理の法則・理論の歴史

から組み立てられている。物理中心の科学理論が地球科

学へ適用できるのかどうかは疑問である。都城（1998) 

は、地質学への科学理論を導入したが、地質学固有の理

論体系が必要であることを示した（後述）。今後は、分野

別の科学哲学体系で研究が進むであろう。

111 科学の現状 ：まとめ

「先入観なしに自然を観察し、必要に応じて実験し、信

頼性のあるデータを集めると帰納的に法則が発見できる」

という古いタイプの常識的科学観、つまり経験主義的科

学観によって、科学全体が総括されてきた。また、原因

を突き詰めれば、法則や理論が発見できるという要素還

元主義という立場から研究がなされてきた。しかし、

1950年代以降、より現実的な科学観によって自然を見た

り、科学のやり方がとられるようになった。先入観なし

には自然を見ることはできないし、演緩的手法によって

も法則や理論が発見されることがあることなどが明らか

にされてきた。数学や論理学の理論が広く人聞社会に影

響を及ぼすことが明らかになった。そして、「パラダイ

ム」や「研究プログラムJなどの新しい科学の視点導入

がおこなわれた。

自然は、要素還元主義的手法だけでは、すべては解明

することができないことが明らかになった。現在では、

自然とは複雑で混沌とした面があることが「科学的」に

わかってきた。カオスやフラクタルとよばれる複雑系の

学問分野が急速に発展したり、従来の学問分野を超えた

広領域や超領域の科学に取り組まれているのも、上述の

科学の現状の反映であろう。広い領域の科学を総合化す

るための技術として、システム工学が生まれた。システ

ム工学は、宇宙開発によってもたらされた管理技法の一

環として生まれた。システム工学には、科学技術のあら

ゆる分野の力を結集する必要があり、今では、都市交通

網、大気汚染、水質汚濁対策、犯罪防止、教育システム

の開発など、多くの分野に適用されている。

以上の科学の現状分析から、従来の常識に囚われず、

新しい視点での取り組みが必要であることがわかって

きた。

3 科学教育

科学教育は、科学の発展を反映する。一方、国の政策

的な影響も強く受ける。特に日本の初等・中等教育では

全国一律の教育制度が厳重に守られており、個性のある

教育はしにくいのが現状である。しかし、大学では、科

学教育は自由度が大きい。ここでは、日本の教育制度を

概観し、小・中 ・高校と大学で科学教育と理科ばなれに

ついて見ていく。
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i 日本の教育制度

日本の教育制度の現状を、教育制度と教育指針、大

学教育制度、生涯学習制度、 受験制度という観点で見

ていく。

(1) 教育制度と教育指針

日本の戦後教育は、 1947（昭和22）年の、教育基本法

と学校教育法の制定から始まる。

教育基本法は、日本国憲法の精神にのっとり、わが国

の教育の基本的なあり方を定めたものである。日本国憲

法の前文および、第一一条より、民主主義教育の目的、方

針を明示する教育宣言としての性格をもち、教育憲法と

もいうべきものである。教育の目的（第一条）に「教育

は、人格の完成をめざし、平和な国家及び社会の形成者

として、真理と正義を愛し、個人の価値を尊び、勤労と

責任を重んじ、自主的精神にみちた心身ともに健康な国

民の育成を期しておこなわれなければならない」と定め、

以下、教育の方針、教育の機会均等、義務教育、男女共

学、学校教育、 社会教育、政治教育、 宗教教育、教育行

政について定めている。

学校教育法は、第一条で「この法律で、学校とは小学

校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾

学校、養護学校及び幼稚園とする」とし、第二章以下に、

順次、各種類の学校の基本的事項を定めている。学校教

育法は、戦後教育改革によって始まった六・三 ・三・四

制単線型学校体系の根幹を定めた法律である。

1949 （昭和24）に、教育職員免許法（教免法）と指導

要録制定が制定された。

教育職員免許法では、幼稚園、小・中・高校の教師に

なるためには、それぞれの学校の種別・教科にかかわる

教員免許状を取得していなければならない。 1988（昭和

60）年に教育職員免許法が大改定され、 1989（平成元）年

4月から施行された。

指導要録は、児童生徒の氏名、保護者を記す学籍と、学

校生活における学習、特別活動、行動、性格、健康等に

関する公的な記録簿で、高等教育機関を除く最終修了学

校で保管される。児童生徒の学校生活をよりさまざまな

角度から広く客観的に分析し、指導の基礎資料たらしめ

ようとしている。通知表・内申書などはこれを基にして

作られることになっている。

1958 （昭和33）年に、教師の依拠すべき国家基準とし

て学習指導要領が制定される。学習指導要領とは、学習

目標設定、教材組織化、学習指導方式の選択 ・決定、指

導結果評価のための手引きとして、文部省が学校と教師

に提供する、わが国の小 ・中・高校の教育課程をいう。

戦後の一番大きな教育改革は、臨時教育審議会（臨教

審と略される）の答申に基づいておこなわれた。

1984 （昭和59）年8月、教育改革のために、首相直属

の審議会、臨時教育審議会を発足させて、教育改革審議

にあたらせた。 1985（昭和60）年6月に、臨教審は「個

性重視の原則JJを基本的な考え方の中心にすえた臨教審
第一次答申が出された。1986（昭和61）年4月には、「生

涯学習体系への移行」を主制！とする教育再編成の基本方

向を提示した臨教審第二次答申がだされた。 1987（昭和

62）年4月には臨教審第二次答申を膨らませた第三次答

申がだされた。そして、同年8月に臨教審最終答申が提

出された。

臨教審の最終答申におけるこ一世紀のための教育目標

は、「ひろい心、すこやかな体、ゆたかな創造力j、「自由・

自律と公共の精神」、「世界の中の日本人Jの育成として

かかげ、愛国心と国際的感覚とを兼ね備えた人格形成が

大事であるとされた。そして、改革原則として、「個性重

視の原則J「生涯学習体系への移行J、「変化への対応」が

示され、具体的施策として生涯学習体制の基盤としての

教育文化施設のインテリジェント化、共通テスト ・寄付

講座・ユニパーシティ・カウンシル ・教育内容改善 ・教

科書制度改革 ・教員の資質向上・後期中等教育構造の柔

軟化などが、提示されている。

1988 （昭和63）年に、臨教審の答申の実現を督励する

ため、臨時教育改革推進会議（ポスト臨教審）が設置さ

れ、また答申の具体化のために、教育課程審議会、大学

審議会、中教審（中央教育審議会）、生涯学習審議会など

が活動をはじめた。

学習指導要領と指導要録は、臨教審の答申に基づきな

がらたびに改訂されてきた。

1970年代の初めごろより、教育評価の方法として、教

師の判断で学力に応じた評点をつける絶対評価がおこな

われるようにもなった。学習の到達基準をはっきりさせ

たうえで、絶対評価をおこなう到達度評価がおこなわれ

始めている。

1989 （平成元）年には、幼稚園・小学校 ・中学校 ・高

校の学習指導要領が改訂され、新学力観が導入され、

1990年以降、新学力観が順次実施された。

新学力観は、「子どもが自ら考え主体的に判断し、表現

したり行動できる資質や能力の育成を重視」する、個性

と多様性重視の学力観である。教師の学習指導の考え方

は指導から支援へと転換され、学力の評価も「知識 ・理

解Jから「関心・意欲・態度」に重点が移されている。通

知表の改革のなかで観点別評価が導入され、客観的な学

力の測定よりも教師の主観をまじえた「関心 ・意欲 ・態

度Jの評価が重要視されるようになった。導入の背景に

は偏差値・輪切り体制による過酷な受験競争の緩和のね

らいがあるとされる。

1989 （平成元）年の学習指導要領の改定は、臨教審答

申に沿っており、国際的感覚と日本人としての自覚をも

っ国民形成のためには、 基礎学力充実、教育個性化、自

主・自発的態度育成が必要であるとしている。道徳教育

のいっそうの強化、情報化の進展に対応できる資質の養

成、国際感覚を深めるための外国語教育の充実、日本人

としての自覚を高めるために「日の丸」の旗を国旗とし

「君が代」を国歌とする指導の徹底、小学校低学年（一、

二年）の社会科 ・理科を廃合して「生活科jを新設、中

学校での教科選択の幅を広げ習熟度別指導を推進する、

高校社会科を解体し地歴科と公民科とを新設する、とい

う内容である。

学習指導要領改定にともない、 1991 （平成3）年3月

に指導要録が改訂され、 中学校（1991年）と小学校（1992

年）で指導要録が適用された。 1994（平成6）年に高校
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で新指導要領が実施されるのにともない、高校指導要録

が改定された。

この指導要録改訂の特徴は、 「観点別学習状況Jの評価

（絶対評価）への転換が図られた（小学校低学年では相対

評価廃止、中高学年では三段階に緩和、中学校では、選

択教科は三段階の絶対評価に変更）ところにある。しか

し中学校の必修教科では五段階評価を据え置くなど、不

徹底な部分を残している。

1995 （平成7）年4月に、第一五期中央教育審議会が

「二一世紀を展望した教育のあり方について」の諮問に基

づき再開された。諮問内容は、「学校・家庭・地域社会の

役割と連携のありかたJ、「一人一人の能力・適性に応じ

た教育と学校聞の接続の改善J、「国際化、情報化、科学

技術の発展等社会の変化に対応する教育のありかた」の

三点であった。

1996 （平成8）年6月に第一五期中央教育審議のまと

めが発表され、同年7月に第一五期中央教育審議会の第

一次答申がだされた。

第一次答申では二一世紀の初頭に完全週五日制を実現

することを明記し、教育の基本方向として個性重視の考

え方に立って「生きるちからJを育むこと、いじめ ・登

校拒否問題への柔軟な対応をおこなうこと、さらには学

校・家庭・地域社会の連携を進め、家庭や地域社会の教

育を充実することを提言している。開かれた学校づくり

を促進するために、学校の学習内容を厳選、「総合的な学

習」やボランティア活動、野外体験学習や自然観察など

を導入し、国際理解教育として英会話や外国の文化に触

れる機会を取り入れること、情報リテラシーの育成や、

情報通信ネットワークの活用、科学的なものの考え方の

育成、入学者選抜の改善、環境教育の充実などが課題と

されている。

(2) 大学教育制度

大学自体の制度改革がおこなわれている。 1991（平成

3）年、大学審議会は、近い将来に予想される学生数減少、

生涯学習社会の到来、国際化の進行に備えて、大学学部

学生定員の抑制、大学院学生とともに、各大学がそれぞ

れに個性を明らかにしつつ生き残っていくような工夫が

必要であるとした。そのために、個々の大学が、研究・

教育水準の維持向上をはかるシステム（大学自己評価シ

ステム）を整備したうえで、大学の研究教育組織、教育

課程の編成等については、各大学の自主的判断により、

自由におこなえるような大学改革の促進について提言

した。

この提言に基づき、文部省は1991（平成3）年6月、大

学設置基準、短期大学設置基準、大学院設置基準等を大

幅に改定した。大学設置基準の改定で、各大学は大学自

己評価システムの作成、教育方法、施設・設備の改善が

求められるとともに、社会人の修学が容易になるような

昼夜開講制、科目履修制度、国内外の他の大学との単位

互換制度などの設置も認められるようになった。

この改定による最も大きな変化は、教育診~程編成の自

由化であった。従来、大学の科目は、教養科目と通称さ

れる一般教育、外国語、保健体育と専門教育の四科目に

区分され、それぞれの科目の一定単位数の必修が大学卒

業の要件であった。この科目区分と教養科目の設置につ

いては、個々の大学、学部、学科の自由な判断にまかせ

られ、専攻・専門に応じた授業科目を配列した教育課程

を編成すればよいように改められた。教養部等の一般教

育課程を置いてきた大学では、教養部を廃止し新学部へ

の転換が計られるようになった。

大学制度改革の動きの中で、教育理念・目標等、教育・

研究活動、教員組織、施設設備等の項目についての自己

点検・評価を、場合によっては外部の専門家を交えて、ま

た学生の評価を加えておこない、大学の活動を活性化さ

せることがねらいとされている。これと関連して、詳細

な講義内容の計画を示すシラパスの作成、課題図書の指

定、学生の個別指導のために時間を設定して教育方法の

改善に力を注ぐ大学・教員も増加している。大学の大衆

化に対応した変革であるが、大学・大学生の社会的位置

の変化が象徴されていると見ることができる。

大学院（研究科という）には、修士課程だけの大学院

と博士課程の大学院とがある。大学院は、四年制大学が

学部を基礎にしてその上に個別に設置するのが原則に

なっている。しかし、大学院設置基準の改定により、社

会人入学枠の設定、大学院大学の設置など、大学院改革

も活発になってきている。

個別の大学だけで自前の大学院を設置することが難し

い場合、いくつかの国立大学の同一の専門学部が連合し

て特定の大学を拠点とする連合大学院を作っている場合

もある。1989（平成元）年には、 複数の国立大学共同利

用研究施設の異なった専門領域が連携して、関連する領

域の総合的な研究教育をおこなおうとしてつくる大学院

（総合研究大学院大学）、複数の専門領域の研究者が集

まって先端科学技術の研究教育をおこなう大学院（北陸

および奈良の先端科学技術大学院大学）も生まれた。こ

の大学院は学部を持たない大学であるので、大学院大学、

もしくは独立大学院と名づけられている。

従来の大学院博士課程をもっ大学でも、この流れに対

応してきた。従来研究教育組織の基礎をなしていた講座

を学部から大学院に移し、大学院の拡充をはかろうとす

るものである。従来とは反対に学部が大学院に付属する

ような形になるが、大学院大学とは違って学部をもっ大

学であるから、大学院重点大学とも通称される。

大学開放とは、正規の大学の課程を市民に開放する事

業であり、 19世紀以来、英米を中心に発達してきた。現

在では、マス ・メディアの発達に応じて、各種のメディ

アの組み合わせによる教育形態（マルチメディア教育

multi-media education）が発展している。

たとえば、 1969年にイギリスでは、すべての市民を対

象にして、テレビ、ラジオ、地方の各種の社会教育施設、

通信教育の組み合わせによって、大学卒業資格を得させ

ようとするオープン ・ユニパーシティ Copenuniversity) 

が、旧来の大学とは別個の大学として関学している。そ

の後アメリカ ・ドイツなどでも同様の公開大学が発展し

てきている。

日本では一部の私立大学による通信教育や、公開講座

の名で公開講演会がおこなわれてきているにすぎなかっ
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た。しかし、最近では、開かれた大学のかけ声のもと、社

会人入学制度を設け、特別講義を聞く大学も数多く現れ

てきており、 一部の国立大学には大学開放センター（名

称は、大学教育開放センター・生涯学習教育研究セン

ター ・大学開放実践センタ一等多様）が設けられ、専任

スタッフをもって事業が実施されている。

放送大学は1983（昭和58）年4月発足、 1985（昭和60)

年に開校された。放送大学は、教養学部のみで生活科学

（生活と福祉専攻、発達と教育専攻）、産業 ・社会（社会

と経済専攻、産業と技術専攻）、 人文・自然（人間の探究

専攻、自然の理解専攻）の三コースがある。全科履修生

は四年以上在学し、一二四単位を取得すると 「学士（教

養）Jの学位が得られる。選科履修生・科目履修生等とし

て、卒業を目的とせず、自分の学習したい科目を約三0
0の科目から選択し、講義をうける受講者という制度も
ある。ビデオ学習センターや今後の衛星放送による全国

展開によって生涯学習機関としての充実がめざされてい

る。

1993 （平成5）年には、大学審議会は、大学教員問題

に関して、 一つの大学の教員に自校出身者ばかりでなく

他校出身者、社会人、外国人、女性を登用すべきことと、

夜間制、昼夜開講制大学院の拡充を提言している。今後

も、大学改革はさらにいっそう進むであろう。

(3) 生涯学習制度

生涯教育あるいは生涯学習とは、乳幼児から老年にい

たるまでの教育のあり方をいう。実社会と遊離しがちな

学校教育を社会に結び付いたものにするとともに、社会

の諸制度を教育的に整序しつつ、両者のもつ教育的機

能・ 作用を、人間の発達・成熟の過程・段階に応じて統

合し、教育の組織化を進めるべきであるとする教育観を

いう。

生涯学習に関する法律は、 1949（昭和24）年に社会教

育法が制定されている。社会教育法は、国民の自主的な

社会教育活動のための環境醸成にあるとされる。

生涯教育・生涯学習の考え方自体は、古くからあった

が、1965（昭和40）年にユネスコで、技術の発達、情報

化の進展を軸として急激に変動する現代社会に対応する

教育計画のための教育観として再評価された。日本では

1970年代初めから、国家的関心のもとに世界に先駆けて

この教育論を受け入れた。

1981 （昭和56）年に、中教審は国民が生涯を通じ学習

し続ける社会（学習社会）の実現をめざす「生涯教育に

ついて」を答申し、 1987年の臨教審答申で、二一世紀に

むけての生涯学習体系への移行を基本にすえた教育改革

論を展開したため、生涯教育論は公教育政策の基本理念

になった。この臨教審答申では、生涯学習、情報活動の

拠点として、教育文化施設を高度の情報通信機能と快適

な学習 ・生活空間を備えたものに整備し、これを最大限

有効に活用する方策を施設のインテリジェント化とよん

だ。このように整備された施設をインテリジ、ェント ・ス

クールとしている。 1988（昭和63）年以降、文部省は、

この施設をモデル的に整備してきた。

臨教審答申に基づき、 1988（昭和 63）年に文部省は、

これまでの社会教育局を廃止して生涯学習局を筆頭局と

して設置し、生涯学習政策の推進をおこなっている。

中教審は、 1990（平成2）年、文相にあてて「生涯学

習の基盤整備についてJという答申をした。それを受け

て、同年1月に生涯学習振興法（正式名称「生涯学習振

興のための施策の推進体制等の整備に関する法律」）が制

定された。生涯学習振興法は、臨教審答申をうけた中教

審の答申「生涯学習の基盤整備についてJを法律化した

ものである。

「学校教育、社会教育及び文化の振興に関し、生涯学習

に資するための施策に関する重要事項」等を調査審議す

る生涯学習審議会が文部省に置かれた。そして、 1992年

（平成4）年7月に、生涯学習審議会の答申 「今後の社会

の動向に対応した生涯学習の振興方策について」が提出

された。答申では、社会人対象のリカレント教育の推進、

ボランティア活動の支援・推進、青少年学校外活動の充

実、環境問題や国際理解など現代的課題に関する学習機

会の充実、という四つの課題をあげた。

生涯学習審議会の答申での「リフレッシュ教育」ある

いはリカレント教育（recurrenteducation）とは、職業人を

対象とし、職業上の知識・技術を内容とし、大学院・大

学等で実施される教育を指す。これはOECD （経済協力

開発機構）が提唱した生涯教育構想の一つである。 一度

社会に出た者の学校への再入学を保証し、学校教育と社

会教育を循環的にシステム化することを課題とする。

1996 （平成8）年4月には、生涯学習審議会は 「地域

における生涯学習機会の充実方策について」の答申をお

こなった。

いま生涯教育は新しい段階にある。中央行政のこのよ

うな動きに応じて、各地の自治体もそれぞれの地域圏ご

とに生涯教育あるいは生涯学習推進計画を策定し、行政

レベルにおける生涯学習推進計画ブームというべき姿が

生まれている。行政レベルだけでなく、市民や企業も含

めて、高齢者や身体障害者にも安心して使ってもらえる

ようなバリアフリーの商品やシステムや誰もが使いやす

い仕様を追求するユニバーサル・デザインの思想、高齢

者やマイノリティにも優しい社会づくりの優しさスタン

夕、ード、優しさスタンダードを持ったものに統合する

ノーマライゼーションなどとして、社会的な取り組みが

なされている。

(4) 受験制度

1979 （昭和54）年に、国公立大学入試にさいし共通一

次試験が導入された。その後、 国公立大学受験は一校し

かできなかったが、 二校受験が可能なように、 1987（昭

和62）年から国立大学複数受験制が実施された。 1987年

は全国立大学をA・B群に分け、 A・B両群の試験日を

ずらし、受験生がA・B両群の一大学ずつを複数受験で

きるようにした（連続方式）。

結果はB群の東京大学など一部の大学を除き、各大学

とも合格者の入学辞退者が相次ぎ、大量の定員割れを生

じて大学・ 受験者ともども混乱した。そのため1989（平

成元）年以降は、定員を前期 ・後期に分割して二度選抜

試験をおこなう（分離分割方式）ところがあらわれた。国
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立大学は1997（平成9）年から、公立大学は1999（平成

11）年から分離分割方式に統一される。

1990 （平成2）年1月に、臨教審答申は、共通一次試

験に代えて私立大学の参加を求めた共通テストの実施の

提言を受けて、大学入試センタ一試験が実施された。大

学入試センター試験は激化した大学入試を緩和しようと

する文部省の意図を受けたものであるが、かえって受験

産業が介入して、大学問の格差づけを助長し、受験生の

国立大学離れの弊を生みだした側面もある

1993 （平成5）年以降、臨教審や第一四期中教審の答

申で高校入試の 「多様化」が提言されたのを受けて高校

教育改革推進会議の報告がまとめられ、高校入試改革が

進展している。

改革の基本的な方向は、学科・コース・類型ごとに多

様な入学試験をおこなうことができるようにし、学力試

験と調査書などの「学習の記録」の比重も、学校単位あ

るいは学科ごとに選択決定できるようにしたことである。

Ii 小・中・高校の科学教育

一般論として、熱心な教師、意欲のある児童・生徒、適

切な学習プログラム、そして良い学習環境があれば、教

育効果は上がるはずである。しかし、現実はこのように

単純に片づけられるものでない。教育の効果は測れるも

のではないし、測定できたとしても、最終的な評価は、教

育を受けた者があるいはその周囲が評価するものである

から、一義的には判断できない。また、教育効果の評価

は、 10年、 20年以上後に出るものかもしれない。教育効

果の評価など、現状ではできないのであろう。

評価に基づいて教育をおこなうことができないため、

小・中・高校の教師は、文部省や地方自治体の教育委員

会などの指導に基づいて、教育をおこなっているはずで

ある。あるいは、少数だが独自の教育理念や信念に基づ

いて、教育がおこなわれていることもあるであろう。

大学で充分な教員養成のための訓練を受け、大学で認

定されたたものが教員となる。教員の免許状を持ったも

のだけが、教育現場で教育をおこなうことができる。大

学で充分に訓練を受けた教員が社会に供給されている。

したがって、学校教員は、充分な訓練を受けたものから

組織されているはずである。ただし、熱心な教師かどう

かはわからない。熱心さは相対的な評価になるからで

ある。

マスコミでは、児童・生徒の落ちこぼれや、不登校、校

内暴力、自殺、あげくのはてには傷害事件、殺人事件な

どが報道されている。児童・生徒の振る舞いが、社会問

題となっている。現実に、このような問題をおこしてい

る児童・生徒が、どのような比率を占めているのだろう

か。昔から 「不良」と呼ばれる児童・生徒はいたろうし、

事件として取り上げる児童 ・生徒もいたはずであろう。

今も昔も、少数の児童・生徒がこのような問題を起こし

たのであって、多くは「普通Jの児童 ・生徒であったは

ずであろう。

動物や植物などの自然や岩石・鉱物・化石などに興味

を持ち、熱心に自発的に学ぶ児童 ・生徒は、今も昔もい

たはずである。手元に過去のデータがないため比較はで

きないが、今も多くの小学生の興味は、自然に向いてい

ることは確認できる（小出ほか， 1995a）。小出らは、年

齢を経るにしたがって、児童・生徒の自然に対する熱意

や精力が、減少していくを明らかにした。博物館の行事

でも、小学生の参加者は多いが、中￥高校生の参加者が

少ないのは、その反映かもしれない。このような現状の

原因のひとつに、受験が挙げられる。小学生のころは自

然に興味を持っていたが、大きくなると受験準備に割く

時間が多くなってくる児童・生徒が増えているのではな

いだろうか。

教育現場では、受験以外の目標が二の次にされている

場合もあるようである。自然に接することより、受験対

策が優先されているようにみえることも多い。「良い教

師Jとは、良い上級学校に生徒を入学させてくれる人で

あり、良い児童・生徒とは、良い上級学校にλ学できた
生徒と考える人も多い。このような児童・生徒が、本当

に「良い教師」や「良い生徒Jであろうか。受験とは、一

つの技能であり、教師や児童・生徒の総合的な評価に採

用できるものではない。受験指導に秀でたものや受験技

術に秀でたものだけが「良い」とは限らない。受験中心

の教育が教育のすべてではない。受験制度によって、教

育が歪められている可能性がある。

iii 大学の科学教育

大学や国公立の研究所やそれに類する機関（以下、大

学と呼ぶ）での科学教育はどうなっているのであろうか。

大学には、受験によって、大学ごとに知識もしくは受

験技能のレベルが揃った学生が集まる。大学教育では、

そのレベルに応じた教育がなされるはずである。しかし、

大学によっては、単位重視の学生に妥協した教育や、就

職ために有利な資格を取るための教育をしているところ

もある。大学の教師は、教育のための資格はもたないが、

専門教育ができる。常勤教師が少なく、非常勤教師にそ

の教育の多くを分担させている大学も見受けられる。

大学の教師には、研究活動を重視するあまり教育をな

おざりにる人もいる。その背景には、大学には研究至上

主義や業績重視の風潮があるのかもしれない。研究業績

が上がらないことを、教育活動による研究時間の不足に

よるものとする教師もいる。

たとえどれだけ劣悪な環境であっても、良い成績をと

る学生は出てくるし、良い研究成果は生まれる。日本の

科学技術の高さをみても、日本の研究者は、世界でも優

秀な部類に属する。今の大学の科学教育システムは、「良

い」といえるのかもしれない。しかし、欧米の優秀な研

究者を多数輩出する大学と比べると、明らかに見劣りが

する。

言うまでもなく、大学における科学教育は、重要であ

る。それは、次世代の研究者育成や科学を教える教師養

成が、社会の発展にとって不可欠であり、科学知識の継

承・普及のためにも必要だからである。 一つの分野の成

果が、他の分野への発展のきっかけや原因になりうる。

そして、そのような科学の重要性が認められるから、国

家つまり税金から出される科学研究費の調達が可能とな

るのである。
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iv 理科ばなれ

「理科ばなれ」が何度も話題に上っている。このような

危機感は、 一部の人たちだけのものなのか。あるいはマ

スコミの空騒ぎなのだろうか。「理科ばなれ」という現象

は、実態のあるものなのか。その原因は何なのか。危機

を叫ぶだけでは問題の解決にならない。実態を把握して、

その原因を明らかにし、どうすれば「理科ばなれ」がな

くなるかという対策を考える必要がある。

もし本当に問題があるとしたら、国や地方自治体、な

によりも小・中学校や高校の教師たちによって、このよ

うな「理科ばなれ」に関して、さまざまな角度から調査

され、すでに各種の対策をとられているはずである。

¢理科ばなれ」が起こっているとすれば、博物館でも

無視するわけにはいかない。前述のアンケート調査を通

じて、多くの人、特に子どもたちは、自然に興味を持っ

ていることがわかってきた。ただし、子どもの自然に対

する興味の多さに比べて、大人は興味の対象が自然だけ

でなく、民族、文化、芸術など多岐にわたっている（小

出ほか， I995b）。大人の興味の多様化は、一般的なもの

だと考えられる。子供の「理科ばなれ」は認められず、将

来子供が大人になったとき起こってくる問題だと考えら

れる。

博物館の野外観察会や講演には、毎回定員をオーバー

するほど、さまざまな年代やさまざまな知的レベルの人

が応募してくる。このような状況を見ると、決して自然

への興味が衰えているとは思えない。多くの人たちは、

自然に接するチャンスを求めているのである。

「理科ばなれ」の原因の一つは、学校教育からの理科関

係の授業の減少だと考えられている。このような状態が

進むと、日本の基礎科学や技術をささえる人材が少なく

なり、技術立国日本の将来に暗い影を落とすのではない

かと憂えられているのである。

自然を理解するということは、大切である。子供たち

は自然に興味を持っているのである。「理科ばなれ」から

生じるかもしれない一番の危機は、子どもたちが自然と

親しみ、自然に興味を持ち、自然を理解する力が衰えて

いくことである。少し極論だが、このような自然を理解

しない世代が日本や世界を動かすようになると、自然や

地球環境なんて見向きもしない社会が出現するかもしれ

ない。

v 科学教育の現状：まとめ

教育者がそれぞれの理想を持って教育に取り組んでい

る。また、文部省も指針となる教育理念を提示している。

教師の理想を目指した努力が、受験対策によって、児童・

生徒に伝わってないのではないだろうか。小・中 ・高校

での科学教育の現状分析として、自然に接したり興味を

持つための教育は、充分おこなわれていないという結論

が得られる。大学における科学教育の重要性はだれもが

認識しているのだが、研究至上主義や業績主義によって、

科学教育が充実しているとはいえないのが現状であろう。

以上の点から、学校以外の生涯学習機関でも、科学教

育も必要であると考えられる。

4 地球科学

地球科学という呼び方は非常に漠然としたもので、多

数の専門分野を含んでいる。そして、個々の専門分野で

知識あるいは情報の増加が進んでいる。本稿では、個々

の内容を扱うことができないので、技術の進歩に焦点を

当てて、 地球科学の進歩を概観する。そして、地球科学

の進歩の大局的な流れとして、地球の仕組みの解明へと

進んでいる現状をまとめる。

i 技術の進歩

地球科学の進歩に重要な役割を果たした技術として、

物理的現象と生物の進化を利用した時間読み取り技術、

化学分析装置の発展による成分読み取り技術、地震波な

ど観測とコンビューターによる解析法の進歩による地球

内部透視の技術、高温高圧発生装置の発達よる地球内部

再現の技術、各種電磁波を利用する望遠鏡の発達と探査

機による地球相似物質の探査、天文学の技術の進歩によ

る地球存在場の理解、コンビューターの発達による各種

のシミュレーションが挙げられる。ここでは、以上の点

を中J心にまとめる。

(1) 時間読み取り技術

．物理現象の利用

地球科学の中には、過去の事象や、時間変化（発展、分

化、進化）を扱う地質学、古生物学、惑星進化学、進化

生物学などの分野がある。このような分野では、時聞が

重要な情報となり、時間を正確に測定する必要がある。

現在進行している時間は、機械的時間によって正確に

測ることができる。過去の時間は、直嬢測ることは不可

能である。過去の時間を正確に測定することは非常に困

難である。現在でも、多大な労力や機材が必要になる。過

去の時間は、時間変化した現象、物質、元素を手がかり

として読み取ることになる。

時間変化した現象とは、事件の前後に変化がおこり、

物質にその変化が記録されたものである。地質学で言え

ば地層の堆積や、マグマの噴出や貫入、火山灰の噴出や

堆積、断層の形成、変成作用などが挙げられる。地層は、

海底に流れ込んで土砂が溜まったものである。下のもの

が古く上のものが新しいという「地層累重の原理」であ

る。また、削られた地層は古く、削った地層は新しい。不

整合などがこの例である。マグマの噴出も下のものが古

く、上のものが新しいものとなる。貫入したマグマは、貫

入された地層や岩石より新しい。火山灰も下位のものが

古く、上位が新しい。断層に切られた地層は断層より前

に形成されており、断層を覆う地層は断層より新しい。

変成作用は既存の岩石に与える作用である。このような

時間変化をした現象は、現象の前後関係を読み取ること

が可能である。このような前後関係の読み取りを積み重

ねていくことによって、広域的にあるいは全地球的に、

地質学的な各現象の前後、新旧を読み取ることは可能で

ある。

しかし、各現象の時間間隔が、長いのか短いのかは不

明である。地層の厚さや火山体の大きさ、断層の及ぶ範

囲や変成作用の広さなどによって、時間の相対的な長

さを推定することは可能である。しかし、それはあくま
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でも相対的時間にすぎない。

同じく相対的な時間を間接に読み取る方法として、地

球磁場の逆転の歴史を利用する古地磁気層位学がある。

比較的新しい時代ではかなり精度よく編年される。古地

磁気学の果たしたもう一つの重要な役割は、プレートテ

クトニクスへの貢献である。海嶺軸を古地磁気の縞模様

が対称であることよってプレートの生成や移動が明らか

になったし、残留磁化の伏角から読み取れる緯度から大

陸の移動の歴史を明らかにした。

このような相対時聞による限り、地理的にはなれた岩

石や地層の時代比較はできない。どうしても絶対時間に

よる比較が必要となる。絶対時間とは、ある基準となる

時点から、どれだけ時聞がたったかということである。

地球科学では、現在を基準としている。現在から何年前

という表現をする。現在も、時間は経過するために、基

準としては不適切であるが、絶対時間の測定の性質上、

こういう表現をせざるを得ない。しかし、古い地質時代

の物質を扱う限り、数百年は測定の誤差の範囲となる。

放射性元素は、ラザフォード（E.Rutherford）の1902

年からの一連の研究によって、その原理が解明された。

1905年にボルトウッド（B.B. Voltwood）が絶対年代決

定法の実用化をした。1926年にはアメリカ科学アカデ

ミー内の地球の年齢に関する委員会で、放射性元素によ

る絶対年代決定法が、唯一の信頼できる地質学的時間尺

度であることが認められた。絶対年代測定は、相対年代

とは全く違った原理によって測定される。放射性元素は

原子が普通に存在しうる物理化学的状態では、 一定の確

率で崩壊し、絶対的時間の経過が刻まれていく。

このような放射性元素を利用した、絶対年代の測定が

精度よくおこなわれるようになってきたのは、 1960年頃

以降である。

絶対時間の測定が実用化できるようになった初期の頃

のデータは、岩石試料のレベルであった。近年では非常

に微小な、あるいは微量な物質や鉱物の年代測定をおこ

なえるようになってきた。物質の種類によっては、二次

イオン質量分析計（SecondaryIon Mass Spectrometer: SIMS) 

を使えば、 2011m径の微小領域の形成時代を決定するこ

とが可能になってきた。

絶対年代測定も万能ではなく、いくつかの条件を満た

す必要がある。それは、分析したい物質や領域が一つの

現象で一度にできたものであること、放射性元素の半減

期（崩壊のスピード）がその物質の経てきた時期に適切

であること、放射性元素の濃度が分析技術に合っている

こと、などが挙げられる。特に、微小なものや微量なも

のの分析には、測定精度や環境からの汚染には注意が必

要である。

絶対年代測定の精度が上がるに従って、分析の手順は

煩雑なテクニックを要するようになってきた。しかし、

手聞をかけるだけの価値のあるデータが得られている。

－生物進化の利用

生物の生存痕跡を時間記録として利用する方法がある。

いわゆる、化石を利用した時間の読み取りである。化石

を時計として利用するには、化石となる物質を持つ生物

がいなければならない。そのような物質は、殻や骨、あ

るいは生活の痕跡（糞や這った跡、棲家など）である。化

石となる物質が地層の中に保存され、研究者の目に触れ

て始めて、時計として利用できる。時計として利用する

には、化石の個体数が多い生物種がよく、その種の分布

が広く、種の生存期間の短いほうがよい。時計として有

効な化石は示準化石と呼ばれる。示準化石は、微少な生

物の化石（微化石）の発見によって飛躍的に増加してき

た。微化石は、放散虫、コノドント、ナンノプランクト

ン、紡錘虫、花粉、有孔虫、珪藻、介形虫 （アストラコー

ダ）などである。微化石によって詳細な年代区分がなさ

れている。絶対年代は時代が古くなるに従って、その精

度が悪くなる。微化石年代は、 化石の多産する地層にお

いては精度が落ちることはない。微化石による分帯のほ

うが、絶対年代より分解能が良いこともある5

(2) 成分読み取り技術

地球は各種の物質から構成されている。物質は地層や

岩石として存在する。地層も堆積岩という岩石から構成

されている。地層や岩石の基本要素は鉱物である。約

4000種の鉱物が記載されているが、地球あるいは地層、

岩石を構成する鉱物は、 20～30種が主要なものである。

言い換えれば、 20～30種の造岩鉱物が地球の主要部分

を作っているといえる。

岩石の種類は無限といっていいほど、多様である。火

山岩や堆積岩のように限られた種類の岩石からできてい

るものから、深成岩や変成岩のように連続的に岩相が変

化する岩石まで、多様である。 20～30種の造岩鉱物で

あるが、その組み合わせによって非常に多様な物質が作

られていることになる。岩石は、地球の歴史の複雑な履

歴によって、多様な種類を持つようになった。岩石の多

様性を一義的にあらわす手法のーっとして化学組成を用

いることカtある。

岩石の化学組成とは、岩石を構成する元素組成を濃度

もしくは数密度（ある基準となる元素のモル濃度を決め、

目的元素の相対比をアボガドロ数で個数に変換したもの）

を用いたりする。一般に岩石を構成する元素はSi、Ti、Al、

Mg、Mn、Fe、Ca、Na、K、p、H、O、Cなど十数種で、

99.9重量パーセン ト近くを占める。主要成分表記法とし

て、 Si02、Ti02、Ah03、MgO、MnO、FeO、Fe203、CaO、

Na203、KzO、P20s、H20、C02という酸化物の形式で表

わす。それは、地表付近の岩石中には、元素が酸化物の

形で存在することから慣習的に利用しているのである。

主要元素以外の成分は、微量元素と呼ばれ、 ppmやppb

レベルのイオン濃度として表わす。天然の物質には、主

要成分以外に微量成分が必ず含まれている。原理的には、

天然物質にはほとんどすべての元素が含まれている可能

性がある。ただ、分析して検出することができるかどう

かは、分析能力にかかわっている。

主要成分や微量成分は、岩石の履歴を反映している。

火成岩を例に取ると、マグマができる時、起源物質（マ

ントル物質の場合が多い）の溶融作用によって起源物質

の性質を反映しながら、起源物質とは違ったマグマ組成

になる。マグマが固まる時、結晶分化によってマグマは
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組成変化をしながら固結する。つまり、起源物質とは

違った化学組成のマグマができ、最初のマグマ（初生マ

グマあるいは本源マグマとよばれる）とは違った化学組

成の岩石ができることになる。化学組成を手がかりにし

て、岩石のできた履歴を推定することが可能である。こ

のような情報を読み取ることができるため、岩石の化学

組成が求められるようになってきた。当初は、化学反応

を利用した陽イオンの濃度を検出してきた。そのため一

個試料の主要な化学成分の分析値を得るために、 1週間

近い時間を要した。今では、分析装置の発達によって、数

分から数十分程度の時間によって、主要成分の濃度が求

められるようになった。微量成分についても、各種の分

析装置が、元素の種類や濃度に応じて利用できるように

なってきた。機器分析によって多様な岩石や鉱物につい

て、多成分の分析値が報告されるようになってきた。今

では一人の研究者がかかわることのできる分野の岩石の

分析値でも、処理能力を超えるほど供給量がある。量が

質を生むあるいは帰納的手法を使える時代になってきた。

情報は広く流通しているので、問題はいかに情報を収拾

選択して、必要な量だけを処理する時代になってきた。

(3) 地球内部透視の技術 ：トモグラフィ

人類は地表で生活しているため、地表付近の情報が多

い。直陵、地球深部を知るには、地球深部物質を手に入

れることである。穴を掘ったり（約 1km）、ボーリング

（約10km）をしても、そんな深くまで達しない。もう少

し手軽ではあるが、マグマが上昇する際に取りこんでき

た捕獲岩を調べることによって、約 150kmまでの情報

を得ることができる。しかし、捕獲岩は、時代や地域、位

置が限定できない。地球まかせ、マグマまかせとなる。

火成岩は、マン トルや地殻深部から由来するマグマか

らできている。従って、火成岩を調べれば間接的では

あるが、地球深部を推定することができる。変成岩も地

球深部で形成されたものが、地球の営力によって地表に

持ち上げられたものである。変成岩の研究から地球深部

の物理化学条件を間接的に推定できる。

任意の地球深部物質を得ることができないため、上述

のような方法では、地球の全体像をつかむことが難しい。

しかし、間接的ではあるが、限られた情報だけを用いて

内部を覗くことができる。

地球内部の情報は、表層からの振動あるいは波動が内

部に伝わり、再び地表に現れた波から読み取ることが可

能である。地震波は、地球の岩石破壊によって発生した

振動波が、地球の内部を伝わってくるものである。地震

波から知ることができる重要な情報は、物質の密度であ

る。密度の違いによって地球の層構造が読み取れる。今

では、地球内部を3次元的に見ることも可能になった（地

表波トモグラフィ）。地震波トモグラフィでは、地震波速

度の違いは密度の違いとして読み替えることができる。

もし、同じ成分の物質からマントルができていれば＼地

震波速度の違いは、マントルの温度構造の違いとみなす

ことができる。地震波トモグラフィから、マントルの現

状を読み取り、地表のプレートテクトニクスと結びつけ

ることによって、マントルの時間変化を推定することが

可能である。このような情報によって、プルームテクト

ニクス（後述）というモデルが考え出された。

(4) 地球内部再現の技術・岩石合成実験

地震波によって得られる地球内部の情報は密度である。

地球の密度構造を、地球を構成する物質の状態方程式か

ら推定する方法がある。物質の与えられた温度、圧力条

件での密度を予想するものである。状態方程式から理論

的に推定する方法と実験的に求める方法の2通りがある。

どうしても深部物質を得たいときは、 物質を人工的に

合成して得る方法がある。原理は簡単である。ある予想

される深部物質を、日的とする地球深部の温度・圧力条

件にして、物質の状態変化を見ることである。すると、単

なる試薬の合成物が、地球深部物質に変わる。どのよう

な鉱物が形成され、その鉱物がどのような性質を持って

いるのか調べることが可能である。

岩石合成の技術は、その後進歩を遂げ、今では各種の

方法で、高温高圧を発生することが可能である。多くの

試料が得られるピストン ・シリンダーでは4GPaまで、 6

×4型マルチアンヒ、ル型では30GPaまで、ダイアモンド・

アンビルでは400GPaまで発生させることができる。こ

のような装置は静的高圧発生装置で圧力を制御しながら

実験できる。衝撃波高圧発生装置では、数百GPaまで達

成できる。高圧になるほど合成できる試料は小さくなる。

それぞれの装置には特徴や欠点があるが、目的に応じて

使い分けられている。いずれも個人で扱うには大きく、

高額な装置ではあるが、得難い情報をもたらしている。

(5) 地球相似物質の探査 ：惑星探査

惑星の物理状態や化学組成より惑星の特徴を明らかに

することから、惑星科学は始まる。各惑星を比較し、内

部構造を知ることは、惑星科学の重要な目的の一つであ

る。そして、惑星科学の成果は、地球科学に反映される。

つまり、惑星を地球相似物質と見ることによって、地球

の履歴や未来を推定するための比較データとすることが

できる。

人類は昔から、惑星を見ていた。かつては肉眼であっ

たが、光学望遠鏡からやがては各種の電磁波を調べる望

遠鏡へと発展し、今では大気の影響を受けない字宙空間

に望遠鏡を上げて観測するにいたった。望遠鏡などの間

接的惑星観測だけでなく、もっと近づいて調べることも

おこなわれるようになってきた。

1969年、人類は初めて他の天体に降り立ったロその天

体は、地球の衛星・月であった。その後、数度にわたっ

て月の有人探査がおこなわれたが、現在では有人の惑星

探査はおこなわれていない。唯一例外は、地球である。旧

ソ連の宇宙ステーショ ンMirやUS.A.のSpaceShuttleで、

地球を探査している。

地球以外の惑星や衛星、茸星、太陽などを詳しく調べ

るために、探査機が多数打ち上げられた。 探査機のある

ものは、月や金星、火星に着陸して、表面物質の組成や、

生命の有無を調べた。このような探査機によって、太陽

系に関する情報が爆発的に増えてきた。

以下に惑星科学の手法と目的をまとめる。
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観測には物理的観測と化学的観測がある。物理的観測

にも化学的観測にも、直接と間接の2通りの観測がある。

物理的間接観測は天文学的観測である。

天文学的観測によって、惑星の物理量である軌道要素、

天体の固有運動、そして固有の物理量が直接得られる。

軌道要素は、時間の経過によらず不変の値である。し

かし、他の天体や大気などの外力によって軌道要素が乱

されることがある。このような外力のうち周期性または

規則性のあるものを摂動という。摂動力を考慮すると軌

道要素は時間とともに変化していくことになる。最近で

は、摂動以外に、カオス的な運動があるという説もある。

天体がカオス的な運動をすると天体の運動の長期予測は

不可能となる。

固有運動とは、天体の固有の値で、各天体の個性が現

れる。赤道傾斜角、自転周期、慣性能率、 12、14特有（天

体の重力と形、内部状態によって決まる物理量）などの

ことである。

固有の物理量とは、半径、質量、表面磁場、太陽輯射、

表面温度、重力などのことで、固有運動同様、天体の個

性を表す物理量である。

惑星表面の物理的直接観測は、地球物理学的観測であ

る。惑星の表面での精密な地球物理学的観測によって、

地震学的データや熱流量、重力異常、大陸移動速度が得

られる。地震学的データには、実体波（縦波、横波）、表

面波（レイリ一波、ラブ波）、自由振動（伸び縮み振動、

ねじれ振動）などがあり、天体内部の構造を知るために

は重要な情報となる。

化学的観測では、間接的な測定によって大気組成、地

表組成などがわかり、直接測定で大気化学組成、土壌化

学組成、海洋化学組成、岩石 ・鉱物化学組成、物質の形

成年代がわかる。直按的な観測による化学的データは、

非常に重要である。化学的データは天体の歴史を知る上

で不可欠なものである。同位体測定によって得られる形

成年代や宇宙線照射年代、地球落下年代などから、その

物質の履歴を解くカギが得られる。物理データは現在の

姿を克明に記録するのに対して、化学データはその物質

にいたるすべての履歴の結果を見ることになる。

惑星探査はまた充分とはいえない。いまだに火星に生

命がいるかどうか決着がついていないし、惑星固有の物

理量も精度よく求まっていないものも多い。惑星探査は、

国家レベルの取り組みが不可欠である。充分な予算と人

材をつぎ込まないと惑星探査は成立しない。一時低迷し

ていた惑星探査が、昔ほどではないが、復活しつつある。

今後の発展に期待したい。

(6) 地球存在場の理解 ・天文学の進歩

太陽系外の天体を調べることによって、太陽系の宇宙

における位置づけを知ることができる。太陽あるいは太

陽系が、他の天体と比べて固有の特徴がたくさん見つ

かったりすると、地球の科学は普遍性が少ないものとな

る可能性がある。地球科学や生物学がその最たるものと

なるであろう。しかし、もし太陽系が字宙において、ご

く普通の天体であれば、地球科学は、 うまく利用すれば

字宙すべての天体の科学へと発展する可能性が秘められ

ていることになる。このような判断を天文学はさせてく

れるはずである。

天文学は、多数の天体を観測することができることか

ら、天体のさまざまな発展過程の情報を得ることができ

る。もし太陽系に類似する天体が多数あり、その発展過

程を知ることができれば、太陽系の歴史を推定すること

が可能になる。このような情報は、太陽系のひいては地

球存在場の理解につながる。

現状での太陽系あるいは地球存在場の様子を以下にま

とめる。

宇宙には各種の物質が雑多に存在するのではなく、構

造を持ち、階層を形成している。

宇宙の階層のなかで最小の単位は、原子ゃいくつかの

原子が集まった分子である。原子が集まり、物質のもと

である鉱物（無機物）や有機物、非品質物質を作る。鉱

物が集まり岩石となる。岩石の集合体が小天体（葺星、衛

星、惑星）になる。重力で、結ばれた小天体と大きい天体

（恒星） が、恒星一惑星系を作る。恒星は、 100から 1,000

個の恒星から構成される星団を作る。銀河は、 10叩～1012

個の恒星と星間物質からなる。銀河群は、 20個以下の銀

河の集まりである。銀河団は、 50個程度ときには1,000

個を越す銀河からなる。超銀河団は、差し渡し1億光年

ほどの大きさの銀河の集合体である。銀河団のない部分

をボイドという。

直接測定による宇宙の化学組成は不明であるが、星間

物質や宇宙線源の化学組成は、太陽系の化学組成と調和

的である（小出，1994）。

ピックバン理論では、宇宙の初期に形成される原子は、

ほとんどがHで、ついでHeそして少しのLiとBe、Bで

ある。陽子と中性子の生成 ・消滅反応が対称的でないた

め、陽子と中性子の存在比は10対2に、 HとHeの存在

比は12対1に、質量比は3対1になると計算される。全

元素中でHの占める質量をX,HeをY，その他の重い元

素をZで表わすと、宇宙初期の元素合成モデルでは、初

期条件の設定によってYは変化するが、ほぼ0.25になる。

観測による始源的なYの値は、 0.22～0.30で平均0.25

程度である。また、 化学的進化の進んでない小銀河の観

測からも、 0.23～0.27という結果が得られている。以上

のことから、宇宙創世時のYは、 0.24± 0.02と推定され

ている（Yang,et al., 1984）。

星の進化のモデルからYを求めると、 0.27～0.32にな

る。観測される星のYは、0.25～0.27である。 230万年

前の銀河NGC6822のYは0.27、290万年前のNGC598銀

河は0.34、約1,000万年前のNGC4449銀河は0.28である。

Yの値は分散が大きいが、宇宙のどこをとっても、どの

時代をとっても、 Yは0.22～0.34の一様な値である。

我々 の銀河の星間ガスのYは0.29である。我々の太陽

プロミネンスのYの観測値は0.38である。我々の銀河や

太陽のYの値は、宇宙の普遍的なものに近い。

重元素は、 星の中と超新星爆発で合成される。星の中

では、 Feまでの元素が合成される。超新星爆発における

核合成によってFe以上の重元素の合成がおこなわれる。

したがって、銀河の化学組成は、時間の経過とともに、少

しづつではあるが、重元素量王 （zの値）が増えていく
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ことになる。

渦巻銀河のディスクにおける重元素量は、主系列星の

観測で推定できる。 G型星のZは、 太陽の0.1～1.5倍、

平均で0.5倍である。 0.1倍より低いZの星は極端に少な

い。

我々の太陽系は、少なくとも一度は、重元素合成のメ

カニズムを経た元素からできている。太陽付近の星は、 I

とH型の超新星爆発による重元素供給比が1:9程度と考

えられている。我々の太陽は、多くの星よりやや高いz
量を持っているが、特異といえるほどではない。

煩石の同位体組成から、原始太陽系星雲ガスの平均的

な情報が得られ、星雲ガスの均質性が確かめることがで

きる（小出， 1995）。隈石の同位体組成には均質性を示す

ものと、不均質を示すものの両方があるようだが、不均

質性についてははっきりしていない。

関石からは、地球や月の酸素同位体組成とは明らかに

違った同位体異常が発見されている。その他、Mg、Si、

Ca、Ti、Cr、Baなどの同位体異常がCAlのような高温凝

縮物から発見されている。同位体異常の原因としては、

消滅核種と太陽系外成分（presolargrain）の混入が考え

られている。

惑星系の存在は、星の運動の変化から推定されている。

また、 CTTS(classical T Tauri star）の段階と考えられる

Herbik Haro天体から、 10%を越える偏光、 1等～2等程

度の不規則な変光、赤外線・紫外線の過剰放射、パルマ一

線などの輝線スペクトルなどが観測され、惑星系の初期

段階である活動的ディスクの存在が推定されている。

惑星系の存在は、我々の太陽系だけのものではなく、

宇宙では特異ではないようである。

星の92%は、主系列星に属する。我々の太陽は、主系

列星に属し、その質量も平均的で、スペクトル型では02

型に、スペクトル級でv型に分類される。つまり、我々
の太陽は、ごく一般的な星であるといえる。

星には、単独のものと連星になっているものがある。

太陽系近くの星のうち、単独の星は53%を占め、連星は

37%、三連星は10%である。星のうち、半数は単独で存

在している。太陽も単独の星のひとつである。星の存在

形態は、それぞれ個性があるが、我々の太陽系は、ごく

一般的な単独の星である。

我々の銀河は、パジル（中心部）とディスク（円盤部）

からなる渦巻銀河で、丸い形をした渦巻が中程度の開き

具合のSb型の銀河である。銀河には、他に楕円、レンズ

状そして不規則銀河があるが、渦巻銀河は一般的なもの

である．

銀河団以上の階層でも特異性と呼べるものは見つかっ

ていない。

以上のことから、我々の太陽系は、どの階層で見ても

普遍的であり、特異性はみられない。つまり、地球の存

在場は宇宙のごく普通のところであるということになる。

(7) シミュレーション ：計算機実験

シミュレーションは、実現できそうもない状態あるい

は長い時間が必要なもの、非常に短時間で起こることな

どをコンビューターを使って再現することである。その

ためには計算するための物理状態を記述するための方程

式と初期条件が必要となる。

初期条件が不明や正確でないときは、計算結果を現実

と比較することによって、その正当性を評価できる。た

だし、その初期条件が可能性の範囲をすべてにわたって

チェックしていることと、方程式が正しいことが前提と

なる。多くの場合、方程式は近似や理想状態などの仮定

を含むことが多く、どうしても、現実に方程式や初期条

件を合わせてしまうことが多い。方程式と初期条件作り

がおこなわれ、本来独立の手法であるはずが、現象を説

明するための単なるひとつの可能性にすぎなくなるきら

いがある。

しかし、シミュレーションは、再現不可能なものも、手

軽に再現できるという点で重要な手段である。最近はコ

ンビューターの性能向上によって、かつては省略してい

た条件やステップなどを、より現実に近い状態でシミュ

レートできるようになってきた。

シミュレーションによって、太陽系の形成過程や惑星

あるいは地球形成過程、巨大原始惑星衝突による月の形

成過程、マントル対流のメカニズム解明、プレート運動

の再現、大気の変遷過程などに利用されてあり、成果が

上がっている。

Ii 地球の仕組み解明ヘ

技術の進歩によって地球科学は進歩してきた。単に技

術に頼る科学の発展だけでなく、地球科学の科学観の変

化と呼ぶべき大きな科学に対する考え方も変わってきた。

以下では、プレートテクトニクスというパラダイムの

成立によって、地球科学の科学観がどのように変化して

きたか、そしてプレートテクトニクスに次いで出てきた

ブルームテク トニクスという理論の成立と、その将来像

をみていく。

( 1) 地球科学の科学観 ：プレートテク卜ニクス・パラ

ダイム

前述の科学理論は、物理学を中心に組み立てられたも

のである。そのため、地球科学でこのような科学理論が

適用可能かどうかは不明である。

このような物理によって確立された科学理論を地球科

学全般に適用できないと考える研究者もいる。都城

(1998）は地質学的法則は物理法則とは階層（次元）の違

うものであるとした。

今、地球科学の重要なパラダイムとしてプレートテク

トニクスがある。プレー トテクトニクスより前には、テ

クトニクスとして四つの別々の基本的観念があった。地

球の冷却・収縮説、アイソスタシ一説、大陸移動説、地

向斜造山説である（都城， 1998）。研究者は、この四つを

適当に組み合わせることによって問題を処理していた。

そのため、プレートテクトニクス以前はテクトニクスの

分野にパラダイムは存在しなかった。

プレートテク トニクスが唱えられたとき、地向斜造山

説を支持する人から多数の反論が出された。ラカトシュ

の研究プログラム説の立場に立てば、研究プログラムに

は優劣を客観的につけることができる。
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プレートテクトニクスというパラダイムは前進的であ

る。それは磁気異常の縞模様や海洋地殻の形式年代が予

測され、検証されたことによる。一方、地向斜造山運動

はアボ・ホック仮説の集合で何も予言しない退行的なも

のであった。ラカトシュの研究プログラム説によれば、

前進的なプログラムのほうが優れていることになる。

プレートテクトニクスは、付加体研究に重要な役割を

果たし、日本列島ひいては島弧形式史、大陸成長史につ

いて全く新しい見地を拓いた。

都城（1998）は、地質学は地球固有の法則で、物理法則

を内部に含み地球に関するモデルや初期条件の複合した

もので 「地質学的法則」と位置づけた。そして、 地質学

的法則は物理法則と階層（次元）の違ったものとした。都

城（1998）は地質学上の知識の構造的分類として、演緯的

に結びついた階層構造もつものと階層聞の結びつきが演

線的でない理論（複合構造理論）に分けた。さらに演線

的階層構造をもっ理論は、 二つの階層からなる法則と、

三つの階層からなる理論に、複合構造理論は、傾向的法

則と観察データからなる簡単な構造をしているものから、

演縛的結びつきの無い多くの構成部分からできているも

のまであるが、パラダイムになる理論と（第一種）とパ

ラダイムにならない理論（第二種）に分けられるとした。

地質学における演鐸的階層構造をもっ理論は全体性を

もっパラダイムにはなるが、研究プログラムにならない。

パラダイム転換の時が、科学革命になる。地質学の例と

しては熱力学や狭義のプレートテクトニクスがこれにあ

たる。

地質学における第一種の複合構造理論は、 個 の々構成

部分に本質的な対立がない場合である。対立がないため

一つの複合構造理論ができ、パラダイムになりうるが、

研究プログラムとはならない。例として変成岩成因論や

化学的物質観の理論がこれにあたる。

第二種の複合構造理論は、個々の構成部分に対立する

説があり、さまざまな理論が並存するためパラタイムに

ならない。構成部分が独立しており中核や防護帯の区別

が無いため研究プログラムにならない。例として火成岩

成因論や地向斜造山説があげられる。

(2) プレートテクトニクスからブルームテク卜ニクスへ

プレートテク トニクスは、ドラスティックな科学革命

がなくパラダイムとなった。現在、プレートテク トニク

スを包有するような理論として、ブルームテクトニクス

が現れてきた。プルームテクトニクスは科学理論上ど

ういう位置づけになり、どのような展開になるのであ

ろうか。

プルームテク トニクスは、 Fukao巴tal. (1994）の観測と

Man』yama(1994）やKumazawaand Maruyama (1994）がモ

デルを提示し、 Kumazawaet al. (1994）はプレー トテクト

ニクスで説明できなかった現象を説明した。

プレートテク トニクスはプレート運動の原動力が解明

できなかった。地震波トモグラフィの発達によって地球

内部の温度構造が三次元的に詳しく解析された（Fukaoel 

al, 1994）。その結果、沈み込んだプレートの集積域が、 P

波速度の正の異常域と一致し、 pj皮速度の負の異常域は

ホットスポット集中域と一致していることがわかった。

正の異常域では冷たいブルームの下降流（コールドブ

ルーム）が、負の異常域では熱いブルームの上昇流に対

応していると考えられた（Fukaoet al, 1994）。重力崩壊に

よってコールドブルームがコアーマントル境界に落下し、

その反作用としてホットブルームが上昇流として生じる。

このようなマントルの対流をプレートテク トニクスの原

動力として位置づけ、 1～4｛：意年の周期性を持つとした

(Maruyama, 1994）。

Kumazawa and Maruyama (1994）は、 熱対流の地球にお

ける熱史を地球型惑星の冷却過程ととらえ、プルームテ

クトニクスとプレートテクトニクスの時期を一般化した。

熱史におけるコア内の変化とし、その変化の結果、生じ

るはずの現象を太古代と原生代の境界に起きた地質学的

現象と結びつけ、自転速度の変化を堆積岩から読み取れ

ば、検証可能であることを示した（Kumazawaet al, 1994）。

プルームテク トニクスは第一種の複合構造理論に分類

される。このような歴史と研究の発展から多くの研究者

がブルームテクトニクスを受け入れている。一種のパラ

ダイムのようであるが、プレートテクトニクスから科学

革命を生じて発達したものでなく、プレートテクトニク

スを内部に取り込んだ理論である。

iii 地球科学の現状：まとめ

地球科学は、技術の進歩が重要な要因として作用して

きた。技術の進歩によって地球科学の各分野が進歩し、

地球の仕組み解明へという方向に向かつて、大きな流れ

が形成された。地球の仕組みの解明は、プレートテクト

ニクスとブルームテク トニクスの出現である。プレート

テク トニクスはパラダイムと呼べるほと、の理論となった。

その後に続くブルームテクトニクスは、プレートテクト

ニクスより発展したものであるが、定義の上ではパラダ

イムと呼べるものではない。しかし、地球科学の研究者

の多くはブルームテクトニクスに基づいて研究を続けて

いるので、広義のパラ夕、イムと呼べるかもしれない。 地

球科学でも他の科学分野と同様に、常に変化しており、

科学革命（パラダイム ・シフト）が起こり新しいパラダ

イムが出現する可能性がある。このような地球科学の変

化が、技術の進歩からもたらされたことを頭に入れて置

くべきである。技術の最新情報を収集して、新たな活用

法がないかを常に考えている必要がある。

111 博物館と地球科学教育

ここでは、博物館とは何かをみて、博物館における普

及法の現状をまとめる。また、日本の地球科学の普及法

の現状をまとめる。以上の現状分析から、博物館の地球

科学教育を把握し、博物館の限界をまとめる。

1 博物館とは

博物館とは何かを考えるために、博物館の定義をして、

博物館の特徴をまとめる。

I 博物館の定義

博物館には、人によってさまざまなイメージがあるは
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ずである。ここでは、法制上の定義をまとめるが、博物

館のすべてを定めているとはいえない。しかし、日本と

いう国が定め、国民の合意のもとに定義されたはずの博

物館というものが現れているはずである。

日本の法律では、 1951（昭和26）年に制定された「博

物館法」（最近改正平成5年）の第二条によって、定義さ

れている。

「博物館」とは、「歴史、芸術、民俗、産業、自然科学

等に関する資料を収集し、保管（育成を含む。以下同

じ。）し、展示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供

し、その教養、調査研究、レクリエーション等に資する

ために必要な事業をおこない、あわせてこれらの資料に

関する調査研究をすることを目的とする機関」と定義さ

れている。また、第三条ーにおいて、博物館の事業とは、

「実物、標本、模型、模写、文献、図表、写真、フィルム、

レコード等の博物館資料を豊富に収集し、保管し、及び

展示することJとされている。

第四条三で、「博物館に、専門的職員として学芸員を置

く」とし、四で 「学芸員は、 博物館資料の収集、保管、展

示及び調査研究その他これと関連する事業についての専

門的事項をつかさどるJとしている。

国際的には、！COMの定義がある。 ICOMとはlnterna-

tional Council of Museumsの略で、国際博物館会議と和訳

されている。 ICOMでは憲章（Statutes）が1989年に制定さ

れており（1995年最新改定）、第二項第一節（Article2, 

para. 1）で、博物館が以下のように定義されている。

A museum is a non-profit making, permanent institution in 

the service of society and of its development, and open to the 

public which acquires, conserves, researches, communicates 

and exhibits, for purposes of study, education an d巴njoyment,

material evidence of people and their environm巴nt.

訳すと、「博物館とは、社会とその発展に貢献し、非営

利の常設機関であり、研究、教育、娯楽のために、人間

と環境に関する物質的証拠を収集、保存、研究、伝達、展

示をして、公共のために公開するものであるJ、となる。

また、博物館には、 一定の倫理規定を尊重する特別の

研修を受けたものか経験を持つものが、専門職員として

いる（Article2, para. 2）。そして、専門職員の職業倫理規

定が制定されている。その中で、館の運営から、管理、個

人にいたるまで、多様な内容での、職業倫理規定が説か

れている。

日本の 「博物館法」も！COMの憲章の定義でも、博物

館の機能は、資料（Material）を集め、保管、展示そして

調べることとしている。その博物館の機能を専門職とし

て動かしているのが学芸員なのである。博物館の機能と

学芸員がうまくかみ合って始めて、博物館の運営が成り

立つ。

日本では最近、「博物館法Jに基づかない博物館相当施

設が現れてきた。兵庫県立人と自然の博物館は、大学の

付属博物館としての位置づけで設立された。学校法上の

博物館といえる。

また、最近いくつかの大学で、ユニパーシティミュー

ジアムが設立されている。ユニパーシティミュージアム

も博物館の機能を果たさなくてはならないであろうが、

独自の設立目的を持って作られている場合もある。しか

し、ユニパーシティミュージアムで一番注意しなければ

ならない点は、研究重視の風潮により、博物館が一種の

収蔵庫として、利用価値の少ない資料だけが収められる

ところのなってしまうことが危慎される。いわゆる「博

物館行き」になった資料を置いておくところになってし

まう可能性がある。しかし、京都大学の総合博物館の構

想（大野， 1998）や東京大学資料館は、独自のポリシー

を持った活動をしている。

今後も、多様な博物館が出現するであろう（白岩編，

1996）が、従来の発想、にとらわれない、新しいコンセプ

トの博物館が出現することを願ってやまない。

ii 博物館の特徴

博物館には各種の実物資料が大量にあることが一番の

特徴である。展示室に置いてあるものだけでなく、収蔵

庫などにも多くの資料が蓄えられている。また、実物資

料を調べる研究設備や研究機器なども用意されている。

博物館では、このような実物資料と各種の装置を用いた

実習や実験ができる。学校でも同様のことがおこなわれ

ているが、実物資料の多様性や収蔵量は博物館が群を抜

いている。

第2の特徴として、博物館では、各種のテーマに基づ

いた資料・情報が系統的に集められている。組織的に継

続的に集められた資料群は、コレクションと呼ばれる。

資料は実物資料だけでなく、国内外の図書や文献、写真、

画像、分布、分析値などの多様なものが集められている。

今も、最新の情報が、それぞれの専門の学芸員によって

集められている。博物館で収集している情報は、 一般の

研究者の短期的なテーマに基づいた情報収集とは違って、

継続的な情報収集が続けられている。系統分類によるコ

レクショ ンなどは、博物館が続く限り集められるものも

ある。

第3の博物館の特徴は、サービスの対象が、一般の市

民にあることである。したがって、博物館には学校教育

とは違って、さまざまな地域のさまざまな階層の人が集

まる。このような多様な人たちが、 一つのテーマについ

て議論できるというのが、学校教育に見られない一面で

ある。基礎知識のレベルの違う人が集まっているため、

基礎的な内容の議論で終始する活動になりがちという面

もあるが、様々な階層の人の意見が出て深い議論がで、き、

独自の発展した内容を形成することができる。

一般市民が参加できる生涯学習は、大学などの教育機

関でも取り組まれている。しかし、大学では定期的な市

民講座を開催しているが、市民が常時利用できる施設で

はない。生涯学習の充実には、多様な施設をつくり、よ

り多くの人が利用できる機会を増やし、各種の学習方法

の確立をしていく必要がある。そのために博物館は、重

要な生涯学習施設となるであろう。

2 博物館の普及法

博物館では、どのように科学普及がおこなわれている

のであろうか。分野毎に工夫され、バラエティーのある

ものになっているであろうか。野外観察会を例にとり考
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えてみる。

参加者は、講師からはじめに当日観察できるものの概

論あるいは一般的な分類法を伝えられる。それにはテキ

ストが利用されることもある。そして目的地で目的物の

観察を自力でおこなう。わからない時は、講師に聞き、そ

のものの名称や分類法とその特徴を聞く。講師は参加者

をめぐったり、質問に答えたり、珍しいもの、特徴的な

ものがあると参加者を集めてその説明をする。観察会の

最後には、当日のまとめとして、観察できたものやその

季節その地域の特徴をまとめ、より根本的な理論や仮説

によって当日のものを位置づけて解説される。

このような手順で一般的な観察会がおこなわれること

が多いはずである。従って季節や場所、テーマを変える

ことによって、無数といえるバリエーションの観察会を

催すことが可能である。

つまり、このような方法論は実用的で有効であるため、

多くの実践例があるのであろう。観察会の方法論におけ

る広義のパラ夕、イムといえる。このようなパラダイム的

方法論によって多くの参加者に自然への興味や知識を与

えてきた。

この方法論に幾つかの疑問がある。それは、「教える」

ことを前提としていること、理論体系に達するまで充分

伝達されていない可能性があることである。この方法論

では、観察→知識→理論という三つの階層を持ちながら、

ものの観察もしくはその名称を中心とした知識伝達が中

核をなしているため、理論体系伝達に達するまでに至ら

ないことが多い。帰納的体系のみをとっており、 一番重

要な帰納部分の最後のところに力点が置かれていない。

知識伝達を中心とする手法になりがちである。このよう

な手法の観察会では、理論の演縁性を示すことはむずか

しい。

学校教育では、知識偏重の教育の反省からさまざまな

教育法の試みがなされてきてが、上級学校に入るために

受験が存在する。そのために、多くの試みが成果を上げ

にくくなっている。良い教育とは良い上級学校にたくさ

んの生徒を入れるものという、評価評価も生まれている。

従って学校教育の多くの試みは空論、理想論に終わる危

険性がある。

博物館は生涯教育施設であるため、学校教育と別のア

プローチが可能である。まさに、学校教育で試みられた

方法を活用できる体制を本質的に持っているのである。

ところが、博物館の科学普及法は、知識偏重の帰納的方

法が、いまだに利用されている。

これからの博物館の科学普及活動には、国内外の学校

教育の試みを食欲に取り込み、活用してみる必要がある。

3 日本の地球科学普及法

地球科学における普及法を見ると、物理や化学・生物

に比べて量的に少ない。また、内容も見劣りがする。そ

れは、地球科学の学問的特性によるものもあるであろう

か。地球という固有性はあるが、地球科学の学問体系の

階層内には、物理や化学 ・生物の理論を内包している。

従って他分野の各種の方法を、地球科学に応用してみる

必要がある。当然、 地球科学独自の方法も考える必要も

ある。

地球科学の普及法の遅れは日本だけのものなのか、世

界的な傾向なのかよく分からない。しかし、アメリカ合

衆国では、子供あるいは一般向けに地球科学教育の各種

の試みがなされている。非常に優れた、 CD-ROM（た

とえば、 TASA社の地球科学に関する多数の教育用 CD-

ROM）や各種の教科書類が多数ある。図鑑やフィールド

ガイドでは、地球科学の分野（岩石、鉱物、化石など）が

脱けることはない。イギリスでも、伝統ある王立科学ア

カデミーのクリスマスレクチャーでは地球科学の内容が

何度もおこなわれている。

日本では、地球科学の専門教育を受けた人材の需要が

欧米に比べて少ない。そのため地球科学の教育にさかれ

る労力も少ないのであろう。受験科目にしてない大学も

少ないことから、日本では地球科学の人材が不足してい

る。一般市民も、大人になるほど地球科学における意識

が低くなり、興味が少なくなっていく。

地球環境問題や地震、火山、土砂崩れなど、自然災害

の多くは地球科学と密接な関連がある。また、 日本列島

は、世界的にも珍しい島弧という活動的なテクトニッ

ク・セッティングにある。また、付加体という地球史に

おいて重要なプロセスによって作り上げらむた列島であ

る。日本列島の地球科学的研究によって、大陸形成史や

プレートテクトニクスのメカニズムの解明が飛躍的に進

歩してきた。日本独自の地球科学の普及法をもっと開発

する必要がある。そして、市民に地球科学への興味を

持ってもらう必要がある。

4 博物館の科学教育の現状 ．博物館の限界

博物館では、科学普及に対して、効果を上げてきた。今

後も従来どおりの活動も必要である。ただし、ニーズ調

査や現状分析の結果、今までの活動量では充分でないこ

とは明らかである。

博物館のサービスの対象は、健常者である。あるいは、

博物館に来られる人、催し物に参加できる人を対象にし

てきた。このような階層の人が博物館を必要とする人の

すべてであろうか。博物館に来たくても来られない入、

催し物に参加したくても参加できない人、博物館に来て

も通常のサービスが利用できない人も確実にいる。その

量は定かでないが、乗り越えるべきさまざまな局面での

限界あるいは制約といえるものがある。このようなさま

ざまな限界や制約を克服した時、その利用法は今まで利

用してきた人にも還元でき、より良い博物館利用法とな

るはずである。

以下では、博物館の限界や制約を、時間的限界、空間

的限界、知的限界、量的限界に区分してまとめる。

i 時間的限界

博物館は、午前9時から午後5時が通常の活動時間で

ある。館によっては時間にばらつきがあろうが、ほぼ8

時間程度が開館時間である。電話については、もう少し

長く利用可能かもしれない。しかし、市民が博物館の情

報を必要とする時は、 9時～5時の間とは限らない。そ

して、博物館に行ってまで調べようという強い意志を持
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つ人は少ない。理想的には24時間、博物館の情報が提供

されれば良い。しかし、人聞を直接配置するのは大変だ

し、まして専門能力を有する学芸員を24時間配置するの

は不可能である。

行事に参加する側にも制限がある。職種や階層によっ

ては、参加できない人も出てくる。平日にも行事をやっ

ているが、多くは土 ・日曜日である。土・日曜日に時間

がとれない人は、博物館の行事にはほとんど参加できな

い。また、 一般の参加者とは、健常者で参加する能力を

有する人を言う。従って土・日曜日に働いている人や障

害者にとって、現状の博物館はあまり利用価値がないこ

とになる。

「いつでも」博物館の情報を利用できることが理想で

ある。

ii 空間的限界

市民が博物館の情報を利用したい時、博物館にすぐ来

れるわけではない。近所の別の博物館や生涯学習施設、

図書館で調べることができれば良いが「この博物館」し

か持つてない情報のとき、「この博物館jに来なければな

らない。「この博物館」に情報があるとわかっても、来

られない場合が想定される。このような空間的限界は、

利用者にとって障害となっている。単に常設展示の見学

でなく、より高度の情報を必要とする人になるほど、空

間的限界は大きな障害になる。

「どこでもJ利用できる博物館の情報提供が望まれる。

iii 知的限界

博物館で、持っている情報は、非常に多岐にわたり、高

度の内容を含んでいる。それは研究動向の最先端まで達

している。多岐にわたる情報を公開するにあたって、常

設展では、 小学校の中 ・高学年が理解できるような内容

にしている。時には、 一般向けの内容にしてあり、 小－

中学生には難しい内容になってくることもしばしばある。

特に特別展・企画展では、高度な内容になることが多い。

実物資料を見せることにおいては、年齢、知的レベル、

国籍など、関係はないのだが、付属する情報の公聞にお

いて、知的限界を設けざるを得ない。付属情報とは、資

料の名称、分類、産地、時代はもとより、その資料の学

問分野における位置づけ、起源、そして関連する資料と

情報などのことである。学芸員はこのような情報を各資

料に対して保有している。それが、展示として公開され

る時は間引かれ、シンフυルで小学生にも理解できるよう

なものにされている。

専門家や高い知識を持つ利用者においては、学芸員が

持っている専門的な付属情報を欲しい人もいるであろう。

また、外国人は外国語による情報公開を望むであろう。

小学校の低学年や幼児は、 もっとわかりやすい内容を必

要としている。非常に多様な形態に情報を加工しなけれ

ばならなくなる。そのためには膨大な労力と費用を要す

る。しかし、より多くの人へのサービスを考えるならば、

必要なことである。

どんな知的レベルの要求に対しても情報提供できる、

「だれでもJ利用できる博物館が望ましい。

IV 量的限界

前述のアンケートや社会状況の分析から見て、多くの

人たちは、自然に接する機会を求めている。自然に接す

る機会をたくさん作ることが、地球科学への興味を持ち、

自然や地球環境を守る姿勢につながると考えられる。神

奈川県立生命の星・地球博物館においても、観察会や実

習講座などで自然に接するための機会作りをおこなって

いる。そして毎回、定員を超える応募者があり、抽選な

と、で定員に絞っているのが現状である。普及活動の回数

は、平均すれば毎週のようにおこなわれている。

これは、博物館の行事の定員や目的をもっと増やす必

要があることにある。定員は、講師や案内者の人数、観

察場所、実習装置 ・設備に制限されるために、定員を増

やすことも限界がある。指導にあたるべき学芸員は、観

察会や講座の講師をするだけではく、他の業務もたくさ

んかかえている。回数を増やすにも限界がある。

展示物は、ある程度の大きさにされている。その大き

さの資料を一度に見ることのできる人数は制限される。

小さくなるほど、その人数は少なくなる。 展示物を人が

説明するとき一番小さな資料を見ることができる人数が、

制限となる。それを越えることは、利用者に平等な情報

提供ができないことになる。実習や講座、野外観察会は、

行く場所や講師、 付き添いの人数によって参加者が制限

される。

「いくらでも」参加・利用できるようなものができれば

理想である。

IV 博物館の地球科学教育のあるべき姿

ここまで、 地球科学の普及をおこなうために、関連す

ると考えられる分野の現状分析と、博物館における科学

教育の問題点を洗い出した。このような検討の結果をふ

まえて新しい地球科学の普及法を確立するための模索を

ここでおこなう。目標は、「いつでも、どこでも、だれで

も、いくらでも」利用できる博物館なり博物館情報であ

る（図 3）。

1 博物館の情報

博物館の扱うあるいは求められている情報は、網羅的

であることかつ選択的であることの両面性がある。ここ

では、博物館の情報を、網羅性と選択性という点で概観

する。

i 網躍的であること

市民の多くは、博物館に網羅的情報を期待している。

図書館に行けば調べられる内容でも、自力で調べるのが

調べるのがわずらわしくて、誰かに聞こうとする。多く

の市民は、博物館で聞けば教えてもらえる、という気持

ちがある。 博物館にはいろいろな専門家がいて、なんで

も知っている人達がいる。だから博物館の人に聞けばな

んでも教えてもらえると考えている。

問い合わせの内容は、非常に多様である。 自分で簡単

に調べることができる初級レベルのものから、関連分野

の学芸員がいれば答えることができるもの、専門分野の

学芸員がいないと答えられないもの、時には他の施設の
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図3. 博物館にける地球科学教育の新しい方向性．

専門家の方がよい内容や専門家のいそうな施設を紹介す

るしかないようなものまである。しかし、問い合わせの

多くは初級レベルのものが多く、少々専門が違っても答

えることが可能である。

需要からいうと、博物館の一つの方向性として網羅

的情報の収集が要求される。しかも、それは初級レベル

のものである。つまり、広く浅い知識である。実はこの

ような質問は自力で簡単に回答へとたどり着けるもの

である。

網羅的内容の問い合わせは、調べる方法を知らなかっ

たり調べる自発性が低かったりすると、人に聞くことに

なる。従って網羅的内容の質問の答えは、適切な「Q&

A」や「よくある質問とその回答（FQA:Frequ巴ntQues-

tions and their Answers）」や「よく尋ねられる質問（FAQ:

Frequently Asked Question）」が用意されていれば、専門

家がいなくても、あるいは人対応でなくてもすむことに

なる。また、百科図鑑的な情報が調べやすくなっていれ

ば、問い合わせ以外にも楽しみながら自力で答えをだす

ことができる。あとは、いかに興味を持って簡単に調べ

る仕組みを作るかということである。

ii 選択的であること

博物館では、すべての資料に関して深く詳しい情報を

持つことは不可能である。学芸員の担当する分野そして

研究テーマとする資料に関する情報は、選択的に収集さ

れる。博物館では、そのような選択的な情報が、長年に

わたって実物資料と共に収集される。したがって、選択

的な内容であるが、非常に充実した情報データベースの

素材が存在することになる。

一般に公開できるほどにデータを加工するには、労力

が必要である。しかし、博物館的業務のーっとして、そ

のような情報を可能な限り使いやすい形で公開すること

が必要である。あるいは、最低限の加工でもよいから、公

開すべきであろう。このような l次的なデータを必要と

する専門家もいるかもしれないからである。このような

非常に専門性の高い選択的情報の公開は、博物館の学芸

員だけが負っている責務ではない。多くの一般的な研究

者と呼ばれる職種のすべての人が負っているものである。

博物館における重要な役割は、実物資料の整理 ・保管・

研究・公開である。博物館に来れば、各種の情報のもと

である実物資料を見ることができる。

選択的情報は、一般市民にはほとんど利用価値がない、

高度な知的レベルに属するものが多い。利用者は、専門

家や研究者が主となるであろう。しかし、博物館が研究

面で果たすべき役割は大きい。大学や他の研究機関と同

じ様なテーマになる場合もあるし、博物館独自のものも

あるであろう。研究においては、博物館も他の研究機関

と同様の機能を持たなければならない。そのために選択

的情報は学芸員自身にも必要だし、学芸員の生み出した

情報は、公開され他の研究者の利用できるものとしなけ

ればならない。

現在、多くの博物館では、研究報告や研究紀要などと

いうかたちで印刷物が作成され、配布されている。この

ような形式はもちろん、インターネットなどの情報媒体

を利用した情報発信も必要であろう。今後も、博物館で

も選択的情報の収集とその発信は継続していかなければ

ならない。

2 新しい方向性の模索

今まで述べてきた社会、科学、科学教育、地球科学そ

して博物館と地球科学教育の各現状分析に基づき、今後

の博物館の科学普及における進むべき方向性を模索する。

新しい方向性として、 4つの観点でまとめる。新しい道

具の導入（ニューツール）と新しい手法の確立（ニュー

メソッド）、新しい視点の導入（ニューパースペクティ

ブ）、新しい体系の構築（ニューデザイン）である。以下

に各方向性を概説する。

新しい道具の導入：ニューツール

博物館の情報は，規格が様々でデジタル化するのが難

しかった。しかし，技術の発達によって高機能コン

ビューターやソフトウエアが安価に利用できるように
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なったため、規格のそろった情報データベースが構築で

きる条件が整ってきた。新しい道具とは、博物館情報や

さらには学芸員が持っている情報を可能な限りデジタル

化し、コンビューターで利用できるようにしたものであ

る。博物館が持つ実物資料、地球環境を示す衛星画像、地

球の景観写真、地球科学のデータなどのデジタル化をお

こなうことが可能になった。そして、データベース化す

ることができる。データベースは、 一般市民が、地球科

学に興味を持続するための手助けとして活用できる。

実習や講座も新しいメディアに取り込みデジタル化す

ることが可能である。実習や講座の様子をライブでイン

ターネットに流すことも可能である。実習や講座をデジ

タル化する意味は、時問、日程や身体上の都合で実習や

講座に参加できない人でも、参加者と同じような雰囲気

や臨場感を味わうことができることである。このような

道具を利用して学習すれば、個人で実習や講座の過程を

たどることも可能で、実習や講座に参加したのと同等の

効果が期待できる。また野外観察会も同様のデジタル化

が可能である。このようなデジタル・ツールを利用した

学習で、関連のデータベースもあわせて利用できれば、

そのときに出た疑問が、参加者同様解決されるはずであ

る。ニューツールとは、コンビューターを用いたデジタ

ル情報を、インターネットを通じて多様な利用を可能に

するものである。ニューツールを利用すれば、「いつで

も、どこでも、だれでも、いくらでも」このような情報

が利用できるわけである。

ii 新しい手法の確立：ニューメソッ ド

デジタルという新しい形態の情報を、新しい道具を使

えば手軽に利用することが可能になった。デジタルとい

うニューツールを利用するためには、従来にない新しい

方法を開発しなければならない。ニューツールを扱うた

めの方法とは、新しい方法（ニューメソッド）である。

コンビューターやインターネットを用いた学習法は、

博物館に来なくても、博物館の情報を活用できることで

ある。博物館における従来の利用者階層の広さに比べて、

新しい学習法による階層はより広いものとなるはずであ

る。すべての階層とはいわないまでも、今まで実質的に

博物館を生涯学習施設として利用していなかった階層に、

大きく門戸を開くことになるであろう。

インターネットは、自宅から接続することが可能であ

る。今では、モバイル ・コンビューティングとして移動

しながらあるいは移動先からも接続可能になった。博物

館情報も、インターネット上にホームページを開設して

おり、そこに必要な情報があれば、いつでも見ることが

可能である。また、世界各地の博物館を自宅にいながら、

見学していくことも可能になった。インターネットに接

続しているコンビューターさえあれば、空間的に地球上

では知的レベルにおいて、僻地はなくなったといえる。

博物館情報がインターネットに公開されていれば、「どこ

でも」その情報は利用することができるのである。

博物館情報がインターネットに公開されることにより、

時間的制約からも解放されることになる。つまり、 「いつ

でも」博物館情報が利用できるのである。

コンビューターやインターネットを用いた学習法は、

使用者の能力やスピードに合わせて各種の活用が可能で

ある。「学ぶJだけでなく、遊びや、リファレンス、好奇

心の赴くままに見る（ネット・サーフィンと呼ばれる）な

ど、様々な活用の可能性もある。ニューツールを用いた

ニューメソッドは、さまざまな知的レベルの個人が独習

できるようにすべきであろう。つまり 「だれでもJ博物

館情報を利用できるようにならなければならない。

ニューツールでは、個人レベルの利用であるため、量

的制限は、サーバーの能力によることになる。充分な能

力を有するサーバーさえ用意しておけば、多数のアクセ

スが可能である。多くの人が 「いくらでもJ博物館情報

を利用できることになる。

ニューツールを用いたニューメソッドは、障害者はも

ちろん、多様な階層の人が、時間や人数制限を受けるこ

となく利用できるものである。つまり、「いつでも、どこ

でも、だれでも、いくらでも」利用可能にするであろう。

111 新しい視点の導入 ：ニューパースペクティブ

従来の博物館活動の多くは、健常者を対象にしたもの

で、障害者のための博物館活動は不十分であった。生涯

教育の施設として博物館を考える場合、障害者にも来館

できない人にも均等に機会を提供する必要がある。現在

ある博物館の各種機能を根本的に見直し、再構成をしな

ければならない。

実物資料に対する健常者の方法は、視覚を中心にすえ

たものである。もし、視覚を中心にしない方法があると

すれば、それはまったく新しい観点になるはずである。

人聞が持つ視覚、触覚、聴覚、味覚、臭覚のそれぞれの

感覚を通じてみた新しい観点（ニューパースペクティブ）

を開拓できるかもしれない。そのために、いろいろなハ

ンディキャップを持ちながらも活動している障害者から

学ぶ必要がある。彼らは、ニューパースペクティブの昔

からの持ち主である。彼らから健常者が知り得ない世界

を学ばなければならない。

IV 新しい体系の情築 ：ニューデザイン

視覚、触覚、聴覚、味覚、臭覚のそれぞれの感覚を中

心とした、新して視点（ニューパースペクティブ）の開

拓は、ある階層の人だけに適応可能な特別なサービスを

するという考えではなく、彼らへの新たなサービスの方

法を開発することによって、一般市民や健常者もより良

く博物館を利用できるようになることを目的とする。ま

さに、 「いつでも、どこでも、だれでも、いくらでもJ利

用できる博物館となる方法が開発できると考えられる。

ニューパースペクティブによる博物館活動は、まったく

新しい体系（ニューデザイン）として構築できるであろ

う。ニューパースペクティブによるニューデザインは、

従来にない博物館あるいは生涯学習施設になるであろう。

そして、その博物館は多様な人が多様な利用をするであ

ろう。

v 新しい活動
ここでは、前述の博物館の地球科学教育で目指すべき
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インターネット
デジタル資料館神奈川の大地
テ守ジタノレ講座大地の生い立ちを探る
テザジヂノレ展示令制球カタログ

ニューツール

試験的講座

大地への接触（1996)
視点の変化（1997)
石ころから大地へ（1998)
大地時間の流れ (1998)

デジタル博物館
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ニューツールによるニューメソッドの開発

ElPA⑥⑧選ZPA1⑥⑮＠⑩温書官

などをどんどん利用したり、あるいは市販の安価な道具

を用いた実験などをすることである。また、学問の新し

い成果を次々に取り入れている。当然、従来の野外観察

や実物資料を目で詳しく観察するなどの手法も、取りい

れている。

これがPACG巴oの活動方針である。「広く深く地球科

学を学ぶためにJをキャッチフレーズとしてPACGeoは

活動している。

PAC GeoとEACSの活動．

新しい方向性に基づいた著者らの活動を紹介する。著者

らは、 PACGeoというグループで活動している博物館の

地球科学を専門とする学芸員の有志で組織されている。

その活動を博物館外に広げたグループがEPACSである。

2つのグループの活動によって、著者らは新しい方向性

を目指している（図 4）。

図4

PAC Geoの活動

PAC Geoは、 1994年4月より活動を開始し、現在も活

動中である。メンバーは、神奈川県立生命の星・地球博

物館に所属する地球科学系の学芸員の有志からなる。

今までにおこなった主な活動は、市民の地球科学の

ニーズ調査と分析、それに基づいて試験的講座の実施し

た。 1994年にアンケート調査を実施している。

1995年にアンケート調査結果とその分析をまとめて

「神奈川県の環境学習実態調査報告書一新しい地球環境学

習プログラムの開発をめざして一」で報告した。また、一

般的論文として小出ほか（1994）と平田ほか（1996）で

報告した。

実験的講座は、 1996年3月に第一回試験的講座 I大地

の生い立ちを探るjを「大地への妓触Jをテーマにおこ

なった（PACG巴o,1996a）。この講座の成果は、普及書

として「酒匂川地学散歩」全5巻（PACGeo, 1996b; 1996c; 

1997a; 1997b; 1997c）として出版されている。

1997年2月に第二回試験的講座「地球講座・石・大地・

地球をみる」を「視点の変化」をテーマにおこった（PAC

G巴o,1997d）。 本講座は、小出（1996）の「大きいもの ・

ii 

新しい地球科学普及は新しい方法で： PACGeo 

PAC GeoとlまProjectfor Advanced and Comprehensive 

Geoscienc巴の略である。 PACGeoでは、新しい道具

（ニューツール）を利用して、今までにない方法論

（ニューメソッド）を作りたいと考えて活動している。

PAC Geoのポリシーは、「新しい地球科学普及は新しい方

法でJである。

PAC Geoの目的

今までの博物館では「教える」ということが中心に

なっていた。 PACG巴oでは、その考え方をやめ「教えな

い」という方針にした。そして、「自分でおこなう」、「考

える」ということを中心にし、最終的にはテーマとした

題材に興味あるいは好奇心を持つことを目的とした。

PAC Geoでは、市民が興味を持った対象をより詳しく調

べるための手続きや方法を紹介するだけで、あとは「自

分でやるJということにした。このような戦略のもとに

試験的講座をおこない、そこから新しい方法論を生み出

していこうと考えた。

試験的講座では、新しい道具を意識的に利用しておこ

なっている。新しい道具とは最近の分析装置やコン

ビューターを介したデジタル技術、 CG、アニメーション



52 Y. Koide et al. 

小さいものj を題材にしておこなった。

1998年2月に第三回試験的講座¢河原の石から見た地

球大地の生い立ちを探るH一£を「石ころから大地へj

をテーマにおこなった（PACG巴o,1998）。

1998年12月には、「大地の時の流れ」をテーマにした

4回連続の第4回試験的講座を開催した。今後も、毎年1

回ペースで試験的講座を続けていく予定である。このよ

うなPACGeoの活動は、対外的は評価や批判を受けるた

めに関連学会などで報告している（小出， 1998）。

2 だれでも使える博物館 ：EPACS

EPACSと』まExpand巴dPr句ectfor Advanced and Compre-

hensive Scienceの略である。PACGeoの活動の延長線上

ではあるが、より拡大されたものである。 PACGeoの活

動をより発展させるために、別のグループ（EPACS）組

織した。 EPACSでは、さまざまな面での拡大を考えてお

り、「だれでも使える博物館」をキャッチフレーズに活動

を始めた。

i EPACSの組織

EPACSは、 1998年4月より5年間を活動期間として現

在活動をおこなっている。メンバーは、すべて個人レベ

ルの有志の集まりで、ボランティア精神で活動している。

EPACSのメンバーは、神奈川県立生命の星・地球博物館

の学芸員、小 ・中学校教員、国立教育研究所の職員、民

間プロバイダーのコンビューター技術者、障害者教育の

教員、不登校学級の教員たちから構成されている。その

他に障害者と不登校児童生徒にモニターとして参加して

もらっている。

i i EPACSの目的

EPACSでは、二つのアプローチによる方法論の確立を

最終的な目標とする。一つは、デジタル化された新しい

道具（ニューツール）を活用するための新しい方法

（ニューメソッド）によるアブローチと、もう一つは実物

資料を視覚、 触覚、聴覚、味覚、臭覚別にみた新しい観

点（ニューパースペクティブ）での新しい体系（ニュー

デザイン）によるアブローチである。このような2つの

アブローチが完成すれば、「いつでも、どこでも、だれで

も、いくらでも」利用できる博物館になるはずである。

EPACSでは、その一部をケース・スタディとしておこな

い、方法論を確立する。

(1）アプローチ1・ニューツールとニューメソッドの開発

収蔵しである実物資料と付随する国内外の図書や文献、

映像、写真、分布、分析値などの多様な情報を、万人に

利用できる形に加工する必要がある。高機能コンビュー

ターやソフトウエアの発達によって、多様な情報をデジ

タル化し、簡便に活用できる条件が整ってきた。デジタ

ルという新しい道具（ニューツール）が手軽に利用する

ことが可能になった。 EPACSでは、具体的にインター

ネット上のデータベースを構築し、データベースの各種

の利用法を開発する。そして、インターネットにより双

方向のコミュニケーション手段として、テレビ会議シス

テムの導入も考えている。このような各種のニューツー

ルを利用するための方法を開発する。新しい利用法を地

球科学教育に活用することによってニューメソッドが完

成する。

コンビューターやインターネットを用いた地球科学教

育は、様々な活用の可能性のあるものとする。ニュー

ツールを用いたニューメソッドによる学習プログラムは、

障害者や不登校児童生徒にモニターしてもらい、使用方

法の改良をおこなう。このようなニューツールを用いる

ことによって、障害者はもちろん、「いつでも、どこでも、

だれでも、いくらでもJ学ぶことが可能になると考える。

EPACSでは、新しい道具（ニューツール）を利用した

テーマを、「地球」にする。「地球Jは、実物資料を最大

限に活かすことができる。まず始めに、インターネット

上に試験的なホームページを開設する。試験的ホーム

ページは「デジタル博物館」と称する。

「デジタル博物館」は、デジタル資料館、デジタル展示、

デジタル講座から構成される。

デジタル資料館「神奈川の大地J: 博物館に貯えられ

た大量の情報のうち、神奈川の大地に関連するものをデ

ジタル化する。神奈川の大地というテーマで、 神奈川県

に分布する岩石、鉱物、地層を網羅したデータベースと

する。そして、だれでも使いやすい形で提供する。

デジタル展示「全地球カタロクコ： デジタル空間で

の展示をおこなう。地球科学の最新情報を、デジタル化

して、全地球カタログという形で、データベースを提供

する。

デジタル講座「大地の生い立ちを探る」： 音や動画を

含むインタラクティブな学習プログラムを構築する。

PAC Geoがおこなっている試験的講座をデジタル上で再

現して、新しい学習法を開発する。

ニューツールとニューメソッドによる博物館活動の脱

皮が、 EPACSの第一のアプローチとなる。

(2）アプローチ2：ニューパースペクティプとニューデザ

インの開発

アブローチ2は、万人が使える博物館を目指すための

ステップである。障害者にも来館できない人にも均等に

機会を提供できるものを目指す。充分なケーススタディ

をした後、現在ある博物館の各種機能を根本的に見直し、

再構成を試験的におこなってみる。

ケーススタディでは、実物資料の今までにない活用法

を開発する。従来の実物資料に接する方法は、視覚が中

心であった。もし、視覚を中心にしない践し方があると

すれば、それはまったく新しいものの見方になるはずで

ある。視覚、 触覚、聴覚、味覚、臭覚ごとの新しい観点

（ニューパースペクティブ）を開拓できるかもしれない。

そのための案内役は、いろいろなハンディキャップを持

ちながらも活動している障害者が適任である。彼らから

私たちが知り得ないニューパースペクティブを学ばなけ

ればならない。ニューパースペクティブによる博物館活

動は、まったく新しい体系（ニューデザイン）として組

み立てることができるであろう。

ケーススタディのために対象者を、視覚障害者に限定
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することにした。ケーススタディは、博物館に来られで

も視覚中心のサービスを受けられない人へのサービス向

上を目指しておこなう。EPACSでは、このような障害者

だけに適応可能な特別なサービスをするという考えで活

動するのではない。彼らへの新たなサービスの方法を開

発することによって、一般市民や健常者もより良く博物

館を利用できるようになることを目的としている。まさ

に、「いつでも、どこでも、だれでも、いくらでもJ利用

できる博物館となる方法を開発したいと考えている。

試験的実習

第一回試験的実習「障害者のための『見える』展示解

説」を実施する。「見えるということJをテーマにおこな

う。 ニューデザインのための試験的実習では、第一回目

は視覚障害者を対象にした展示解説をおこなう。視覚障

害者を対象にして『見える』展示解説をおこない、『見え

る』ということの意味を考える。

第二回試験的実習 「障害者のための『見える』野外観

察会」を実施する。 「見えるということ」を再度テーマし

てにおこなう。視覚障害者を対象にした野外観察会を開

く。視覚障害者のための『見える』野外観察会をおこな

い、『見える』というニューテ’ザインための素案作りをお

こなう。

第三回試験的実習 「健常者のための『見えない』展示

解説」を実施する。 「見えないという こと」をテーマにお

こなう。人間の情報収集の80%は視覚に頼っている。し

かし、健常者は、視覚による情報収集の重要性を認識し

ていない。第三回試験的実習では、「見えない」状態を体

験し、視覚によらない情報収集の方法を認識してもらう。

そこから得られる体験を参考にし、『見える』という

ニューテ’サeインを開発する。

EPACSでは、ニューパースペクティ ブによるニューデ

ザインの博物館活動は、試験的実習から確立する予定で

ある。 EPACSの活動は、すでに学会誌に報告を始めてい

る（小出ほか， 1998)

3 新しい方法論は新しい組織論で

ニューメソッドとニューデ、サvインは今までにない新し

い考え方である。したがって今までのやり方に囚われる

ことなく、新しいやり方でおこなっても良いはずである。

つまり、組織運営の新しいやり方をおこなうことも可能

であろう。当然、事務局も新しい体制でおこなう ことに

なる。

一例として、インターネッ ト上での組織運営があげら

れる。インターネットのホームページやメーリングリス

ト掲示板の機能で、各種の議論、意見交換、意志決定

は、すべてデジタル上でおこなうことも可能であろう。

このような要求を満たすものが、 インターネット上での

会議あるいは意見交換であると考えた。EPACSではメー

リングリストを用いて組織運営をおこなっている。メー

リングリストは、メンバーのみが利用可能で、メーリン

グリスト宛てにメールを送ればメンバー全員に同じメー

ルが届くというものである。EPACSのメーリングリスト

は、プロパイダーが管理している。

また、イ ンターネットによるテレビ会議システムの導

入をおこない、インタラクティブなコミュニケーション

法を開発する予定である。

このような方法は、新たな組織運営の一つの方向とな

りうる。多様化、多忙化している現代において、会議や

組織運営にさける時間の確保が難しくなってきている。

その中でも、充分な議論を積み上げ、組織の構成員全員

がその内容を把握しておく必要がある。インターネット

での組織運営は、このような要求を満たすものであろう。

「ニューメソッドとニューデザインは新しい組織運営

でJと考え、 EPACSではインターネット上での組織運営

をおこなっている。事務局は、インターネット上のホー

ムページにおき運営をおこなっている。各種の議論、意

見交換、決定は、すべてデジタル上でおこなっている。

ホームページの内容は、 PACGeoの歴史とその活動内

容、 EPACSの活動目的と概要、メンバーの紹介、デジタ

ル会議室、個人メール交換の場としている。「デジタル博

物館Jの内容や運営や試行などもこの場を中心にして検

討していく。 EPACSのホームページは現在まだ、非公開

である。

EPACSで培われた方法は、新たな組織運営の一つの方

向性となるであろう。

VI さいごに

本稿では、博物館における科学教育、特に地球科学教

育を取り巻く現状を総括し、分析をおこなった。

社会情勢の現状分析から、社会の変化によってものの

見方も変わることが明らかになった。そのため、社会の

変化に伴って、新しいものの見方を常に把握しておく必

要がある。科学の現状分析から、科学の世界でも科学革

命が繰り返し起こり，現在正しいとされている考え方

（常識）も、将来も正しいという保証はないことが明らか

になった。そのため、従来の常識にとらわれることなく、

新しい視点での科学の取り組みが必要である。科学教育

の現状分析から、 小・中・ 高校の教育が理念どうり効果

を挙げておらず、大学においては科学教育が充実してい

るとはいえないことが明らかになった。そのため、現在

訪れている生涯学習社会を考えると、学校以外での科学

教育が必要である。地球科学の現状分析から、 地球科学

は、物理や化学とは違った側面を持つが、新しい技術の

進歩から新しい理論や法則が生まれて、科学革命に相当

するような大きな変化が起こることが明らかになった。

したがって、最新の技術情報を常に収集し、新しい道具

や利用法を考えておくことが必要である。

博物館における地球科学の教育の現状分析から、現状

では時間的、空間的、知的、量的限界があることが明ら

かになった。目指すべきは、そのような限界を超えた「い

つでも、どこでも、だれでも、いくらでもJ利用できる

博物館が必要である。

以上のような現状分析から、新しい方向性を持った方

法論の開発が必要なことが明らかになった。そして、新

しい方向性によって博物館の限界を打破できるはずであ

る。その方向性とは、新しい道具の導入（ニューツール）

と新しい手法の確立（ニューメソッド）、新しい視点の導
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入（ニューパースペクティブ）、新しい体系の構築

（ニューデザイン）である。

著者らは、このような方向性に基づいて、 PACGeoと

EPACSというグループで活動をおこなっている。 PAC

GeoとEPACSの活動はまだ途中ではあるが、成果は上が

り始めている。著者らの活動で打開できる新しい方向性

は一部であろうが、そこで培った方法は、次の打開策へ

の近道であろうし、月IJ分野への応用への道を拓くはずで

ある。
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博物館における地球科学教育を取り巻く現状を分析した。 現状分析は、社会、科学、日本の科学教育、 地球

科学の進歩、 博物館の科学普及法についておこなった。現状分析の結果、 博物館における地球科学教育には制

新が必要であることが示唆された。 刷新のためには、ニューツール、ニューメソッド、ニューパースペクティ

ブそしてニューテーザインの方向性があることが明らかになった。ニューツールとは新しい技術や新しいハード

ウエア、新しいソフトウエアなどを意味し、パソコンやインターネットが象徴的である。ニューツールを導入

し利用することによって、博物館の科学教育におけるニューメソッドができると考えられる。ニューパースペ

クティブとは障害者から学ぶことができる新しい見方である。例えば、視覚障害者は、健常者と比べれ聞くこ

と、味わうこと、 触ること、 匂うことをより深く知っているはずである。それ学ぶべきである。そしてニュー

パースペクティブから、博物館活動のニューデザインが導き出されるはずである。我々はこのような新しい方

向性で活動をおこなっている。
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